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Ⅰ．事業目的 

鉄鋼業は、国内の社会インフラはもとより、外貨獲得の大きな源泉となっている自動車等我が国製

造業の競争力を支える基幹産業である。世界の粗鋼生産量 19.5億トン（2021暦年、worldsteel公表

値[1]、以下同）のうち、我が国は 9630万トンと、中国、インドに次ぐ生産量を誇っている。我が国

鉄鋼業の特徴は、世界 3位の生産量に加え、高張力鋼板や電磁鋼板に代表されるいわゆる「高級鋼*1」

の比率が高いところにある。我が国の高級鋼は、主として天然資源ルートの転炉によって生産されて

おり、鉄鉱石の還元に伴う大量の CO2 排出が避けられない。一方国内電炉では、比較的不純物の影響

を受けにくい棒鋼や線材、形鋼などが、スクラップを主原料として生産されている。 

気候変動問題への対応強化の気運の一層の高まりから、我が国も昨年、2050年に向けた長期戦略

[2]、並びに 2030年 NDC[3]の目標を大幅に引き上げた。また鉄鋼需要家からも、カーボンフットプリ

ントの低い鉄鋼製品を求める声が高まった。かかる状況変化を受けて、これまで転炉において高級鋼

を生産していた高炉一貫メーカーに、電炉への転換の動きがみられるようになった[4]。 

一般に電炉では、スクラップを主原料とするため、鉄鉱石還元に伴う CO2排出を回避することがで

きる利点がある一方、特に老廃スクラップに混入する不純物、特に Cuや Snなど、通常製鋼プロセス

で除去できない元素（トランプエレメント）の影響で、これらの不純物の影響を受けやすい高級鋼の

製造は困難とされてきた。スクラップベースの電炉で、現在転炉で生産されているような高級鋼を製

造するには、スクラップの品位向上*2や、電炉における精錬技術の向上が求められると考えられる。ま

た、将来の国内粗鋼生産や見掛粗鋼消費、鉄鋼蓄積の変化は、スクラップ発生量や構成など供給側に

変化をもたらすと考えられ、一方需要側のスクラップ消費量や要求品位も変化すると考えられる。 

将来の電炉による高級鋼製造の実現に向けては、これらの現実や課題を正確に把握し、それらの課

題を技術的、あるいは制度的手段を用いて、解決していく必要がある。 

本調査では、上記のような状況を踏まえ、まず電炉法による高級鋼製造における課題やそれらを解

決する技術的手段の開発状況を明らかにする。次に、電炉法における原料となるスクラップの発生量

の見通しを想定することにより、我が国鉄鋼業の持続的な発展に向けた将来像や課題について調査・

分析を行う。また、世界粗鋼生産の半分以上を占め日本とアジア市場を共有することから、我が国の

スクラップ輸出入に与える影響が大きい中国を対象にスクラップの発生想定や政策動向について調

査・分析を行う。 

 

*1 高級鋼 

「高級鋼」に対する学術的、定量的な定義は存在しない。この調査では、高級鋼として、現在

国内で一般的に転炉によって生産されている「需要家に対して性能を保証した上で供給される鋼

材」と定義する。即ち、この場合、製造者側で需要家における使用環境、設計施工までを考慮

し、ばらつきを含めた材料特性を保証する鋼材商品、ということになる。このような鋼材は、製

造者側の責任において、トランプエレメントと称される Cuや Sn等の成分も含めた化学成分の設

計から製造プロセス設計を経て性能保証を行うことになるが、この場合、予期せぬ不純物の混入

による性能低下は許容できない。 

一方、規格材として、例えば JIS 規格に適合する材料を商品とする場合は、一般にはこのよう

な性能保証は行われず、あくまで記述された規格を満足するもの、との位置づけになる。下表の



5 
 
 

ように、例えば、鉄筋コンクリート用棒鋼[5]や一般構造用軽量形鋼[6]等の電炉材の代表鋼種に

は Cu、Sn、Cr、Ni、Moといったトランプエレメント成分について特に定めが無い。 

 

なお、鋼材品種を電炉・転炉比率で比較すると、一般に形鋼、棒鋼は電炉比率が高く、熱延鋼

板、冷延鋼板では高炉比率が高い。また、線材については高炭素線材（一般には、スチールコー

ドやピアノ線のような高強度鋼）は転炉鋼比率が高く、その他は電炉鋼比率が高い。 

 

表 0- 2 主要鋼材品種の電炉・転炉比率 

 

各種データより日鉄総研作成            

 

 

 

*2 スクラップの品位 

スクラップ電炉で上述のような高級鋼を製造する場合、スクラップの分別段階で不純物を除去し

てトランプエレメントのばらつきを抑えるなど、成分が一定保証できるようなスクラップを使用す

る必要がある。このようなスクラップは図 0- 1のように一般市中にて高級スクラップと称されるス

クラップとは少し異なるため、図 0- 2のように定義を整理する。 

うち電炉 うち高炉 計（万トン）
形鋼 71.8% 28.2% 521
棒鋼 98.0% 0.6% 870
線材 28.6% 71.4% 153
　うち高炭素線材 0.4% 99.6% 50
熱延鋼板 3.5% 96.5% 4027
冷延鋼板 0.3% 99.7% 1700

普通鋼鋼材
鋼材生産高

下限 上限 下限 上限 下限 上限 下限 上限 下限 上限
JIS G 3101 2015 一般構造用圧延鋼材 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー 有
JIS G 3105 2004 チェーン用丸鋼 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー 有
JIS G 3106 2015 溶接構造用圧延鋼材 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー 有
JIS G 3108 2004 みがき棒鋼材用一般鋼材 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー 有
JIS G 3109 2008 PC鋼棒 ー 0.30 ー ー ー ー ー ー ー ー 有
JIS G 3112 2010 鉄筋コンクリート用棒鋼 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー 有
JIS G 3114 2016 溶接構造用耐候性熱間圧延鋼材 0.30 0.50 ー ー 0.45 0.75 0.05 0.30 ー 0.15 有
JIS G 3117 2017 鉄筋コンクリート用再生棒鋼 ー 0.10 ー ー ー 0.50 ー 0.30 ー 0.35 有
JIS G 3123 2004 みがき棒鋼 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー 無
JIS G 3125 2015 高耐候性圧延鋼材 0.25 0.55 ー ー 0.30 1.25 ー 0.65 ー ー 有
JIS G 3128 2009 溶接構造用高降伏点鋼板 ー 0.50 ー ー ー 1.20 ー ー ー 0.60 有
JIS G 3129 2018 鉄塔用高張力鋼鋼材 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー 有
JIS G 3136 2012 建築構造用圧延鋼材 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー 有
JIS G 3137 2008 細径異形PC鋼棒 ー 0.30 ー ー ー ー ー ー ー ー 有
JIS G 3138 2005 建築構造用圧延棒材 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー 有
JIS G 3140 2011 橋梁用高降伏点鋼板 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー 有
JIS G 3350 2017 一般構造用軽量形鋼 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー 有
JIS G 3353 2011 一般構造用溶接軽量H形鋼 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー 有
各鋼種規格にて複数の品種の化学成分の定めがあり、上表は各鋼種規格の代表品種の成分値だけを抽出したもの

その他の
化学成分

構造用
棒鋼・形鋼・鋼板・鋼帯に関するJIS規格一覧

Cu Sn Cr Ni Mo

表 0- 1 構造用棒鋼等の鋼種の JIS規格と化学成分への規制[7] 
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図 0- 1 定義のイメージ 

 

 

 

図 0- 2 「高級スクラップ」と、高級鋼製造上求められるスクラップの定義 

 

「高級スクラップ」は一般に上級スクラップ、品質の良いスクラップ等様々な呼称があるが、その

定義は定まっていない。一般には①嵩比重が高く、②出自が明らか、③不純物（ダスト）の混入が無

いものを指し、新断、HSが該当する。 

H1 も HS と同じ厚さ（6mm 以上）の寸法で、嵩比重が高いスクラップではあるが、H2 以下のスクラッ

プと分別管理されていない場合もあり、その場合は「高級スクラップ」とは見做されない。なお、新

断、HS は一般に他の等級のスクラップと分けて管理されている。 

 

高級鋼の製造において求められるスクラップは、不純物が少ないスクラップであり、発生源が明白

であり成分値を把握することが容易な加工スクラップ、また高度な分別管理をして成分を一定担保で

きる一部の老廃スクラップが該当し、本報告書ではこれらを「高品位スクラップ」として定義してい

る。なお、中国のスクラップについては国家標準 GB/ T4223-2017 の品質的要求を満たすものを高品

位スクラップと定義する。 

名称 高級スクラップ 「高級鋼」製造において求められるスクラップ

定義
上級スクラップ、品質の良いスクラップ等。需要家ごとの品
質要件に関係なく、市中で一般的に高値で取引されて
いるもの

パフォーマンスギャランティーを行う鋼材を製造する上
で求められるスクラップ

要件

一般に、
①嵩比重が高い
②出自が明らか
③不純物（ダスト）の混入が無い

成分が保証できるスクラップ

該当する
スクラップ

新断、HS、場合によってはH1

①加工スクラップ全般
    一般に低級スクラップと言われるダライ粉も,分別
　 管理が徹底され、成分が把握できる場合には該
   当し得る。
②老廃スクラップの一部
　　例１：事前に需要家と合意した手順で解体さ
　　　　　　 れたAプレス
　　例２： 細かく破砕して丁寧な分別回収を
　　　　　　　行い、独自の成分規格を付与したシュ
　　　　　　　レッダー
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Ⅱ．調査結果 

１．電炉法による高級鋼製造における技術的課題に関する調査 

１－１．スクラップ電炉での高級鋼製造における技術的課題 

 現在の鉄鋼製造法については、主として２種の製造法、すなわち、スクラップを主原料とし、電炉

（製鋼用アーク炉、誘導炉等）を用いて鋼を製造する電炉法と、鉄鉱石を主たる原料とし、高炉にお

いて炭素による還元・溶解を行ない、転炉により鋼を製造する高炉－転炉一貫製鉄法がある。また近

年は、天然ガスを用いて固体状の直接還元鉄を製造する製鉄法も拡大している。本調査ではスクラッ

プを主原料として電炉にて高級鋼を製造する場合の課題について検討する。 

 

需要家に対して性能を保証する高級鋼の製造においては、不純物の混入は性能低下につながるため、

成分設計の段階から不純物元素を含めた緻密な設計を行う。従って、想定しない不純物はできるだけ低

いことが高級鋼製造においては肝要である。また、P、S 等の不純物は一般に製錬過程で除去されるが、

Cu、Sn等一部の化学成分は鉄鋼精錬過程で除去することが困難で、そのような除去が難しい不純物をト

ランプエレメントと称する。トランプエレメントは赤熱高温脆化による割れ発生や、鋼材特性の劣化の

原因となるため、トランプエレメントをコントロールすることが高級鋼製造における一つの課題となる。 

 また、電炉製鋼法では、大気中でのアーク溶解の際に窒素が溶鋼中に取り込まれやすい。鋼材の窒素

濃度が高くなると、薄板鋼板のひずみ時効や、大入熱溶接部の低温靭性低下を生じる等の問題が発生す

るため、電炉製鋼法での低窒素化も高級鋼製造における課題となる。 

 更に、根源的な課題として、上述したトランプエレメントの鋼材特性への悪影響については、現時点

で判明していない点が多い。そのため、上記トランプエレメントの濃度が不可避的に高まるスクラップ

を主原料とし、窒素の濃度が高い電炉で高級鋼を製造するには、トランプエレメントの混入抑制や窒素

の低減、あるいは許容範囲の明確化が課題となる。 
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図 1- 1 スクラップ電炉での高級鋼製造における課題 

 

 世界の粗鋼生産の製鋼法別構成比を、図 1- 2に示す。転炉鋼が全体の 70%以上を占めるが、電炉鋼

の比率は徐々に上昇する傾向にあり、25～30%弱の範囲で推移している。 

 再掲となるが、鋼材品種の中で電炉と転炉比率が明確に差があるものについて言えば、一般に形

鋼、棒鋼は電炉比率が高く、熱延鋼板、冷延鋼板では転炉鋼比率が高い。一方、線材については、高

炭素線材（一般には、スチールコードやピアノ線のような高強度鋼）は転炉鋼比率が高く、その他は

電炉鋼比率が高い。これは型鋼、棒鋼に比べ、熱延、冷延鋼板、あるいは高炭素線材では、欠陥の発

生（表面の疵等の品位や割れ、破断）に対する感受性が高く、スクラップを主原料とする電炉鋼で

は、トランプエレメントの悪影響が大きく、製造が困難なためと思われる。実際、北米のミニミルで

は、スクラップではなく、直接還元鉄を主要な原料として薄板系品種を製造している（１－７に説

明）。 

 一方、電炉メーカーであっても、北米の Nucorや BigRiverSteel 等で、特に高級鋼材製造に向けた

改善が行われている。ここでは主に、スクラップ使用量を抑え、直接還元鉄を利用している。世界的

には、直接還元鉄自体の生産量は増加傾向にあり、2021 年は１億 tを超えた。直接還元鉄の利用の主

たる目的は、スクラップ中に含まれる Cu、Sn等のトランプエレメントの希釈材としての利用、および

窒素の低減である。 
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図 1- 2 世界の粗鋼生産量、製鋼炉構成比の推移 

（World Steel Associationの公開データ[1]に基づき作図） 

 

表 1- 1 主要鋼材品種の電炉・転炉比率[2] 

 

 

１－２．トランプエレメントの概念とその成分のバラツキ 

 本報では、製鋼プロセスにおける精錬では除去し難いため、トランプエレメントとして、スクラッ

プ中に濃化し易く、かつ鋼材製造プロセスや材質への影響が大きい元素として、Cu、Sn、Ni、Cr、Mo

の５元素を取り上げる。更に、電炉鋼で一般に低減するのが困難とされてきた窒素を加え、これら６

元素について調査、検討を行うこととする。 

 

 一般に、鉄鋼精錬においては、酸化精錬により不純物を除去するが、鉄より貴な金属は、一旦鉄中

に取り込まれると、鉄に比べて酸化し難いため酸化精錬で除去することが困難であり、所謂、トラン

プエレメントと称される。その代表例は、Cu、Sn、Niである。また、酸化物の生成自由エネルギーが

鉄に近い元素である Cr、Moも低濃度までの酸化除去が困難となる。Cu、Snは硫化精錬により除去でき

うち電炉 うち高炉 計（万トン）
形鋼 71.8% 28.2% 521
棒鋼 98.0% 0.6% 870
線材 28.6% 71.4% 153
　うち高炭素線材 0.4% 99.6% 50
熱延鋼板 3.5% 96.5% 4027
冷延鋼板 0.3% 99.7% 1700

普通鋼鋼材
鋼材生産高
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る可能性はあるが、溶鉄中の S濃度を高める必要があり、実用化された例は無い。一方、Sn、Cuは蒸

気圧が鉄より大きいため、蒸発分離も原理的には可能であるが、実用化された例はない。 

スクラップの発生量の増加とリサイクルの繰り返しによるトランプエレメントの濃化が懸念され、

1991年から 1998 年にかけてスクラップ利用に関する国家プロジェクト「新製鋼フォーラム」が実施さ

れ多くの研究が大学・企業で行われた。溶鋼中に残存した本報告で取り上げる 5つの元素について、

鋼材特性に及ぼす影響が表 1-2のように整理されている。 

 

表 1- 2 トランプエレメントの鋼材への悪影響 (文献[3]に基づき一部引用） 

 

普通鋼電炉工業会では 1987年から数年おきに電炉鉄筋棒鋼

中のトランプエレメント濃度を調査してきている。その結果

2013年調査までの期間では Cu,Snの濃度はあまり変化がなか

ったと報告している[4]。一方、醍醐ら[5]は、将来に渡って

濃化抑制を維持できるかを検証するために、スクラップに混

入する Cuの由来（合金として意図的に投入される Cu、鋼材

製造に使用されるスクラップに内在する Cu、リサイクル時に

混入する Cuなど）別に物質フロー分析（MFA）の予測モデル

をたてて検証した。その結果、1980 年から 30年間で老廃ス

クラップ中 Cu濃度は約 0.05％上昇しているとし、それが製

品の Cu含有量に現れてこなかったのは、Cuを多く含む雑品

スクラップの多くが輸出されたことと、自動車リサイクル法

の施行の影響ではないかとしている。シミュレーション結果を受けて、今後も雑品スクラップの輸出

規制の動向や、スクラップ処理における Cu分離次第では Cu濃度が許容を超える可能性があると警鐘

している[5]。 

醍醐ら[6]は、日本と中国で棒鋼スクラップを試料採集しトランプエレメント（Cu,Cr,Ni,Sn）を分

析して、日本と中国のトランプエレメントの混入挙動を比較している。日本でのサンプル数は 107

本、中国は 26本が採取され、その分析結果を 0.01％きざみでヒストグラム化した（図 1-4）。 

成分 除去の難易度 鋼材への悪影響
Cu かなり困難 0.2%程度以上で熱間加工性に悪影響

Sn かなり困難 ・0.04%程度で熱間加工性に悪影響
・0.2%程度で冷間加工性や焼き戻し脆性に悪影響

Ni 困難 鋼材を硬くするので薄板などで問題
Cr 低濃度の除去はかなり難しい 冷間加工性に悪影響。鋼材を硬くするので薄板な

どでは問題
Mo 特殊条件での蒸発 鋼材を硬くするので薄板などでは問題

図 1- 3 国内電炉材鉄筋の Cu 濃度推移[5] 
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図 1- 4 日本、中国における市販鉄筋材中のトランプエレメント含有量の比較[6] 

 

 棒鋼中のトランプエレメントを日中で比較すると、4元素とも日本の方が平均値・最大値ともに高

く、バラツキも大きい。その理由として 

・中国では日本より粗鋼生産量に占める高炉比率が高く老廃スクラップの使用比率が低い。 

・日本の電炉はスクラップを殆ど原料としているのに対して、中国では溶銑ないしは DRIで希釈する

工場が多い（平均的なスクラップ比率は 50％とされている）。 

・スクラップ処理方法が日本は機械分離であるのに対して中国はまだ手解体が多く Cuの回収率が高い 

ことが挙げられている。 

 Daigo ら[7]は更に、日本の電炉製鉄メーカーのスクラップヤードから回収した棒鋼 100本について

成分分析を行い、トランプエレメントおよび幾つかの成分について、含有量およびばらつきを評価し

た。結果は図 1-5に示されている[7]。 

 

図 1- 5 サンプル中の不純物元素含有量の箱線図[7] 

（不純物を含むサンプルのみ考慮） 
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 図 1-5 では、各元素において統計的な上下限範囲を大きく超えた点がある。スクラップ 100%を原料

として製造する場合、予期せぬ大きなトランプエレメントの混入が起きる可能性があることを示して

おり、製造工程、あるいは鋼材特性に予期せぬ影響が及ぶ可能性がある。また、品質・材質のバラツ

キの原因になる。高級鋼としてスペックを保証する場合は、平均値的なトランプエレメントの影響の

みならず、ばらつきも含めた成分設計、スペック保証が必要となる。 

 

１－３．トランプエレメント及び窒素の影響 

 本章ではトランプエレメント及び窒素が鉄鋼材料へ及ぼす影響について各種文献から調査を行い、既

存知見の整理を行った。トランプエレメント及び窒素の影響は、Cu や Sn が原因となって赤熱高温脆化

現象による割れのように鋼材を製造する生産プロセス上の影響と、材質設計では予期できない濃度で混

入する元素が及ぼす材質・品質の指標となる諸特性値への影響（製品への影響）に大きく 2 分される。

表 1-3に各成分ごとの生産プロセス上の影響と製品への影響をまとめた。 

 

表 1-3 鋼材製造プロセスおよび製品に及ぼすトランプエレメントの影響まとめ（悪影響のみ） 

(文献に基づき、日鉄総研にて作成) 

 

                            

（１）トランプエレメントの鉄鋼材料への影響 

 トランプエレメントの影響は、前述の新製鋼フォーラムなどこれまで多くの研究者により研究されて

おり、表 1-4 に代表例を示す。 
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表 1- 4 トランプエレメントの鉄鋼材料への影響に関する主要な文献 

 

 表 1- 4の文献の中で、スウェーデンの鉄鋼生産者協会（JERNKONTRET)が 2006年に公開した文献[11]

では、トランプエレメントを含む残留元素による生産プロセス、最終鋼材への影響について、詳細な文

献レビューを行っている。 

 

①Cu、Sn による高温脆化割れ 

 トランプエレメントによる悪影響については、Cu、Snによる高温脆化による割れの問題が重要であり、

これまでに、非常に多くの報告がある。 

 この現象は、鋼中に Cu が含まれると、例えば、連続鋳造時に鋳片表面温度が 1100℃付近で脆化が起

き、鋳片表面に割れが発生する現象である。含有する Cu、Snの濃度や歪速度によって、割れの深さが変

化する。このような割れが鋳片表面に発生すると、製品表面疵の原因となるため、鋳片表面の切削手入

れが必要となり、歩留まり低下やコスト増の原因となる。また、疵が完全に除けない場合は、製品の表

面欠陥として重大な結果を招く。 

 この Cu による高温脆化現象のメカニズムは、かなり解明がなされている。即ち、高温下で鋳片表面

にスケール（酸化鉄）が生成すると、Cu の溶解度が無くなり、鋼と固体スケール界面に溶融金属 Cu が

析出し、溶融 Cu の鉄粒界への侵入が起き、粒界強度が低下して割れが生じることが主な機構である。

Snがわずかでも共存すると著しく助長される。これは、より低融点の金属 Cu-Sn合金が析出することに

よる。 

高温脆化割れは最悪の場合、鋳造中のブレークアウトなど、操業トラブルの原因になるため、スクラ

ップを原料としている電炉製鉄所ではトラブルを回避するために溶鋼中の Cuや Sn濃度に対する管理基

準を定めて操業している。 

図 1-16 は高温脆化割れを模擬するため、試験片の高温引っ張り試験を行った際の試験片外観および

表面付近のミクロ組織写真である。不活性雰囲気の Ar では割れは生じていないが、空気中では激しく

割れが生じている[13]。また、ミクロ組織には、金属 Cuが観察される。1-16 [13]に示すように、この

現象は、1000～1200℃の限られた温度範囲に現れることが一つの特徴であるが、これは、1080℃が純銅

の溶融温度であり、1000℃以上で溶融 Cu が生成すること、1200℃以上ではスケールが溶融酸化鉄状態

となるため、生成した溶融 Cu が溶融酸化鉄に取り込まれ、遊離することから、スケール－鋼界面に溶

融 Cuが生成するのがこの温度域に限られるため、との説明がなされている。 

元素 鋼種 報告年 概要 文献

Cu 炭素鋼 1995
Cuによる高温脆化に関しては多くの研究がある。その脆化機構は以下。高温での鉄の選択酸化により、鋼の表面付
近のCu濃度がオーステナイト中のCuの固溶限を超え、液体Cuがオーステナイトースケール間に析出。そのCuがオー
ステナイト粒界に侵入して粒界から割れが発生する。本論文では、Cuによる高温脆化割れの機構を検討。

[8]

Cu,Sn
等

ー 1997
トランプエレメントの鋼材への悪影響および許容度(%)についての記載あり。Cuは0.2%程度以上で熱間加工性に影
響を与え、Snは0.2%程度で冷間加工性は焼き戻し脆性に悪影響を与える。

[3]

Cu,Sn
等

ー 1997
Cuは概ね0.2%以上で悪影響がある。特に、薄板の成形性に対しては悪影響が大きいとされる。一方で、固溶強化に
よる強化にも利用される場合がある。Snに関してはCuより低濃度で悪影響が顕在化することが知られている。

[9]

Cu,Sn
等

1998
ECSCの後援のもと欧州鉄鋼業界が推進している「高品質製品のためのスクラップ・リサイクル」に関する多国籍プ
ロジェクトの成果。鋼の特性に及ぼすトランプエレメントの影響を明確に定量的に評価することを目的とした。

[10]

Cu,Sn
等

ー 2006
トランプエレメントの影響について、悪影響と良影響に関して従来知見のレビューがなされている。悪影響につい
ては、結晶粒界の析出と、表面析出によるものがあり、量影響については、固溶によるものと析出によるものがあ
る。

[11]

Sn
機械構造
用鋼

2020

構造用鋼の機械的性質に及ぼすSnの影響について、ラボ溶解材による評価を行った。Snの添加により硬さ、強度は
増加するものの、特に溶接部の対ラメラー特性に影響の大きい板厚方向の靭性低下が顕著であり、延性脆性遷移温
度の上昇、吸収ｴﾈﾙｷﾞｰに顕著な靭性低下が見られた。従って、構造用鋼に対して、Sn含有量に対しては十分な配慮
が必要である。

[12]
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図 1- 6  Cuによる高温脆化の模擬実験（高温引っ張り試験）[13] 

 

  

図 1- 7 高温引っ張り試験の温度と試験片の熱間割れ数の関係[14] 

 

 また、Cuによる高温脆化割れは、Snの僅かな共存により、著しく助長されることが知られている（図

1-7 左図）[15]。これは、純 Cu より融点の低い Cu-Sn 合金が生成するためとの説明がされている。な

お、Sn 単独では、高温脆化割れは生じない（図 1-7左図）。 
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図 1- 8 熱間加工・表面割れの Cu・Snの感受性[15] 

 

②鋼材の加工性に及ぼすトランプエレメントの影響 

 鋼材の製造工程においては、板材の圧延、線材の引き抜き加工等の熱間加工、冷間加工が行われる。

また、焼入れ、焼き戻し、焼きなまし、あるいは焼ならし等の熱処理が行われる。これら製造工程にお

いて、トランプエレメントによる影響が報告されている。 

熱間加工 

 上述の様に、主に Cu の熱間脆化割れに関する問題が研究されているが、Sn の粒界偏析も研究されて

いる。熱間圧延時の変形抵抗についての研究では、Snの存在により、熱間変形抵抗が増加することが報

告されている。これは、Sn の粒界偏析に起因すると報告されている。この現象は、熱延における圧延設

備負荷に繋がり、電力原単位の増加、あるいは、ロール寿命への影響が考えられる。Yuan ら [16]によ

れば、Snが 0.061%含まれる[%C]≦0.061%の低炭素鋼では、750℃付近に延性の最小値が表れる。また冷

却速度が 10K/sで最も延性が低下する[16]。 

 

 Marique らによると、低炭素鋼において、熱間変形抵抗に及ぼすトランプエレメント濃度の影響を評

価した結果において、Sn が最も影響が大きく、Mo、As の順に影響が大きく、Cr はむしろ、低下傾向を

示す[10]。 

 

冷間加工&焼鈍 

 伸びと絞り性において、トランプエレメントは主にマトリックスの硬化に寄与する（Ni、Cr、Cu、Mo、
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Sn、As）。一般には低炭素系薄板や深絞り鋼板においては、これらのトランプエレメントは伸びを減少さ

せ、r値の減少と深絞り性の低下に繋がる、といった悪影響が報告されている。厚みが 0.8～1.0mmの冷

延、焼鈍後の低炭素薄板 Al キルド鋼の降伏点強度、引っ張り強度、r 値に及ぼす Sn、As の影響につい

ての報告[10]では、いずれの場合も降伏点強度、引っ張り強度が増加し、深絞り性の上で重要な指標で

あるｒ値が低下している。また、その影響は焼鈍条件（バッチ焼鈍 BA、連続焼鈍 CA）に依らない[10]。 

 一方、銅は、適切な加工と熱処理を行うと、成形性にプラスの効果を与える場合があることも示され

ている。  

 

線材の引き抜き加工 

 スチールコード材等、高強度で強い伸線加工を施す材料で、合金元素の影響が調査されている。基本

的には、パーライト組織の作り込みが重要な因子となるが、Cuの添加は、悪影響がもたらされるとの報

告がある[17]。 

 スチールコード用線材の成分系として、以下のような例がある。Cu、Ni、Crは各々0.08%、0.06%、0.05%

以下に制約を課している[18]。 

 

焼入れ性 

 ほとんどのトエランプエレメントは、フェライトやパーライトの反応を遅らせることで焼入れ性を向

上させる[11]。 

 

低温靭性 

 使用環境の厳しい海洋構造物やＬＮＧタンク材等では、しばしば、低温靭性が重要な鋼材特性として

要求される。元来、鉄鋼材料の欠点ともいえる低温での脆化に対するトランプエレメントの影響は大変

重要な問題と予想される。 

 C-Mn-Nb 高強度厚板の引張強度および延性脆性遷移温度に及ぼす Sn の影響については、特に、0.01%

程度の Sn が含まれると、引張強度は若干増加するが、延性脆性遷移温度の著しい上昇が報告されてい

る[10]。また、Cuが含まれるとその傾向は助長される[10]。 

 

③溶接性への影響 

 トランプエレメントの溶接性への影響については、殆どの場合、熱影響部（HAZ）の焼入れ性に悪影響

を及ぼすとの報告が多い。 

 Inujimaと Ichikawa[12]は、電炉鋼を模した表 1-5に示す構造用鋼成分系で、溶接部の靭性に及ぼす

Sn の影響について検討している。なお、供試材はラボ溶解にて作製したが、Sn の他に、微量の Cr、Ni

が含まれ、窒素も 0.01%レベルと高いが、これは、スクラップを利用して製造することを想定し、意図

的に添加、調整しているためである。 

表 1-5 試験材の化学成分値[12] 
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試験材は全て真空溶解にて溶製した鋼塊より作製した。圧延後、靭性を評価した。その際、圧延方向

（L 方向）、断面（C 方向）、板厚方法（Z 方向）について実施した。図 1-9 に試験結果の一部を示すが、

シャルピー衝撃試験の吸収エネルギーが、Snの僅かな増加で著しく低下している点、また、Z方向（耐

ラメラーティアー）が特に影響が大きい点が注目される。大型構造用鋼でのこのような靭性低下は、構

造物の安全性に大きく関わる。 

 この例より、使用環境が厳しく、重要な部材や大型構造物に用いられる鋼材の成分設計については、

トランプエレメントの混入が予想される場合には、細心の注意が払われるべきであると言える。 

 

 

図 1- 9 シャルピー衝撃試験における吸収エネルギー(20℃）[12] 

（試験片採取方向： L：圧延方向、C:板幅方向、Z:板厚方向, t:板厚） 

 

（２）窒素の鉄鋼材料への影響 

Nは、Cと同様に、固溶窒素として存在すると、ひずみ時効の原因となるため、自動車用冷延鋼板など

鋼種によっては、低 Nが要求される。最近の電炉鋼では、スラグフォーミング等の技術により、溶解中

の Nピックアップは低減傾向にはあるが、一般には高炉・転炉鋼と比べると電炉鋼の窒素量は高く、高

N が高級鋼製造時の課題となっている。本節では、窒素の鉄鋼材料の影響について、時効性への影響と

溶接 HAZ靭性への影響をまとめた。表 1-6に窒素の鉄鋼材料への影響に関する主要な文献を示す。 
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表 1-6 窒素の鉄鋼材料への影響に関する主要な文献 

 

 

①時効性への影響 

 窒素の影響が懸念される鋼材の一つに、深絞り用薄板鋼板の時効問題がある。焼鈍後の冷却中に固溶

C や N が存在すると、転位が固着され、可動転位が減少することにより、降伏点伸びが発生し、ストレ

ッチャー・ストレインというひずみ模様が現れる。プレス成形後にしわがよるため、特に自動車用外板

等では致命的な欠陥につながる。一般的に調質圧延を行うことでストレッチャー・ストレインを防止し

ているが、鋼中の固溶 C、Nが多いと調質圧延後、長時間放置しておく間に転位が再び C、Nで固着され、

降伏点伸びが再れ、ストレッチャー・ストレインが発生する[20]。 

図 1-10 に、40℃ひずみ時効後の降伏点伸びに及ぼす N（ppm）と結晶粒径 d（mm）の影響を示す[20]。

ひずみ時効による降伏点伸びの増加は、結晶粒径が小さいほど、固溶 Nが多いほど大きくなる[20]。例

えば、Nが 20ppmの場合、結晶粒径が 30～60μmの範囲では、時効性は問題になりにくいが、図 1-10で

Nが 40ppmのケースでは、時効性が問題となる可能性が高い。 

 

図 1- 10 40℃ひずみ時効後の降伏点伸びに及ぼす N（ppm）と結晶粒径 d（mm）の影響 

[20]の図に基づき、日鉄総研にて N（ppm）、d（μm）を仮定したときの結果を追記 

 

 

影響 材料 報告年 内容 文献

歪時効 低炭素鋼 1965
C 0.01%、N 0.003～0.018％鋼についてひずみ時効による降伏応力の変化を調べた結果、ひず
み時効が2段に生じ、第1段ではN量が多くなるほど、時効速度が速く、硬化量も大きい。ま
た、ひずみ時効は衝撃値にも大きな影響をもち、N量とともに衝撃値の低下が著しい。

[19]

歪時効
自動車用
冷延鋼板

1987
ひずみ時効による降伏点伸びの増加は、結晶粒径が小さいほど、固溶Nが多いほど大きくな
る。

[20]

熱影響部の粗粒化部（ボンド部）の靭性にNは悪影響を及ぼす。その影響度合は入熱の大きさ
によって異なり、小入熱サイドでは極端に高Nなものを除けばボンド部の靭性は全体的に高靭
性レベルである。逆に、大入熱になるとN量とは無関係に全部低靭性となる。また、中間の入
熱量（48Kj/cm）でNの影響が最も顕著である。Nが90ppm超になると急激な脆化が認められる。
含B鋼でボンド部が大きく脆化する要因は、B析出物がオーステナイト粒界に連鎖状に出て粒界
破壊が起こるためと考えられる。他に固溶N自体も脆化要因と考えられるが、どの程度影響し
ているかは不明。

溶接
大入熱溶
接用HT80

1981

Bの焼入れ効果は共存するAl、N量によって影響される。冷却時間Δtが60sより小さい場合には
全B量5-10ppmでかつ、N≤32ppmのもので高靭性が得られる。焼入れに有効なBは焼入れ前のγ粒
界に偏析しているものだけであり、粒界のBNまたはBorocarbide Fe23(B,C)6などは逆に変態を
促進し、焼入れ性を低下させる。

[22]

溶接

Cr-Mo 系
80 キロ
級高張力
鋼

1974 [21]
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②溶接 HAZ（Heat Affected Zone：熱影響部）靭性への影響 

 窒素は、溶接 HAZ 靭性に悪影響を及ぼす。船舶、海洋構造物の大型化に伴う板厚の拡大と、溶接作業

のパス数省略のニーズから、大入熱溶接を必要とするケースが増えている。この場合、HAZ の靭性改善

のため、B を添加して焼入れ性の向上を図ることが多い。しかし、有効な B は焼入れ前のγ粒界に偏析

しているものだけであるが、フリーな窒素が存在すると、ほう化窒素(BN)が生成する。粒界の BNは逆に

変態を促進し、焼入れ性を低下させ[22]、溶接部の靭性を低下させる。 

 十河ら[21]は、Bを含有する Cr-Mo 系 80 キロ級高張力鋼に対する Nの溶接 HAZ靭性への影響を検討

した。30～110KJ/cmの範囲では、溶接入熱量の増加とともに 0℃における破壊試験の吸収エネルギーは

低下するが、中間の入熱量（48KJ/cm）で Nの影響が顕著となり、Nが 90ppm超になると急激な脆化が認

められる[21]。[21]では、含 B 鋼でボンド部が大きく脆化する要因は、B 析出物がオーステナイト粒界

に連鎖状に出て粒界破壊が起こるためと考えられるほか、固溶 N自体も脆化要因と考えられるが、どの

程度影響しているかは不明である、と述べられている。 

 Nによる溶接 HAZ靭性の低下は、坪井らも報告している[22]。 
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１－４．溶鉄、固体鉄からのトランプエレメント除去技術 

 一般に、鉄から分離が困難な元素をトランプエレメントと称している訳であるが、フラックス精錬

や真空蒸発により溶鉄から分離する方法、あるいは固体鉄から分離する方法が、従来、基礎研究とし

て多く実施されている(表 1-7、1-8)。しかし、現状、実用化に至った例は無いと思われる。 

 

表 1-7 溶融鉄からの脱 Cu、Snに関する研究例 

 報告者 年 ﾌﾗｯｸｽ、条件等 対象溶湯 対象元素 文献 

1 Langenbergsら 1955 Na2S、Na2SO4 炭素飽和 Cu [23] 

2 Harryら 1969 Na2SO4+α 炭素飽和 Cu [24] 

3 Topkaya ら 1974 Na2SO4 炭素飽和 Cu [25] 

4 H.Salomonら 1977 真空蒸発 低炭素 Cu [26] 

5 Sofiah ら 1982 Na2S 炭素飽和 Cu [27] 

6 Liu ら 1985 Na2S-FeS 炭素飽和 Cu [28] 

7 Okazaki ら 1985 Na2S-FeS、CaF2-FeS、

CaS-FeS-FeO 

CaS-Na2S-FeS 

炭素飽和 

低炭素 

Cu、Sn [29] 

8 今井、佐野 1986 

1987 

Na2S-FeS、K2S-CaS 炭素飽和 Cu [30] 

9 白川、森、川合 1986 Na2SO4、Na2SO4-FeS、

Na2O-SiO2、CaO-CaF2-

Al2O3 

炭素飽和 Cu [31] 

10 松尾ら 1987 Na2SO4、K2SO4、

CaSO4、BaSO4 

C：2～5% Cu [32] 

11 長坂、日野、萬

谷 

1991 FeS-Na2SO4 炭素飽和 Cu [33] 

12 片山、佐野、雀

部 

1997 解説  Cu他 [34] 

13 長坂、日野 1997 減圧下蒸発 炭素飽和 Sn [35] 

14 丸山、片山(室工

大) 

1998 尿素吹き付け 低炭素鋼 Cu [36] 

15 西ら 1998 減圧下プラズマ粉体

上吹き脱炭 

高炭素鋼 Cu、Sn [37] 

16 松尾ら 2000 蒸発（脱炭反応） 低炭～飽和 Cu、Sn [38] 

17 小野、碓井他 2003 蒸発 Fe-C、Fe-

Si 

Cu [39] 

16 Zaitsev,A.I., 

Zaitsev, N.E., 

2004 真空蒸発 純鉄 Cu [40] 

17 Zaitsev,A.I., 

Zaitsev, N.E., 

2004 真空蒸発 純鉄 Cu、Sn [41] 
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18 小野、碓井 2006 Fe-Cu-B二相分離 Fe-B Cu [42] 

19 小野、碓井 2010 Fe-Ag-Cu Fe-Ag-Csat Cu [43] 

20 小野、碓井 2010 Fe-Ag-Sn Fe-Ag-Csat Sn [44] 

21 松浦、月橋ら 2013 FeO-SiO2-CaCl2 低炭素 Cu [45] 

22 内田、松井、岸

本、三木（JFE) 

2014 Na2CO3-FeS 炭素飽和 Cu [46] 

23 佐々木、内田他 

（JFE) 

2014 アンモニアガス吹き

付け 

炭素飽和 Sn [47] 

24 小野、竹内 2015 Fe-Ag-S Fe-Ag Cu [48] 

 

表 1-8 固体 Feからの脱 Cu、Snに関する研究例 

 報告者 年 条件等 対象元素 文献 

1 岩瀬 1995 溶融 Al への浸漬 Cu [49] 

2 真目ら 1995 アンモニア液への浸漬 Cu [50] 

3 須佐、永田 1996 Cl2+O2混合ガス Cu [51] 

4 西、長尾、小川 

(神鋼) 

1997 Snめっき鋼板をロータリーキルン

中で酸化 

Sn [52] 

 

（１）気化蒸発 

 鉄に比べ、Cu、Sn は蒸気圧が高い。この差を利用して気化させることで脱 Cu、Sn を試みた研究があ

る。そのうち、松尾ら[38]は、図 1-11に示す真空溶解炉を用い、溶鉄からの気化反応による脱 Cu,Snの

実験を行っている。この場合、溶鉄中の C濃度は 0.4～4%（炭素飽和）とした。 

 

図 1- 11 真空溶解装置（松尾ら）[38] 
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図 1- 12 処理中の溶鉄中 Cu、Sn、C濃度変化[38] 

 

 0.8～1.3×102Paの圧力下では、明確な溶鉄中 Cu、Sn濃度の減少が認められる(図 1-12)。また、脱炭

反応を同時に行うことで、CO気泡生成に伴う反応界面積の増加により、反応は促進される、とした。 

 実際の製鋼プロセスにおいて、二次精錬に導入されている真空脱ガス設備の到達圧力は、この実験で

の圧力より１桁程度高く、反応を如何に促進するか（更に低圧化するか反応界面積の増大等）が課題と

なる。 

（２）フラックス精錬 

 フラックス精錬の原理としては、酸化還元精錬での Cu、Sn の分離は困難であるため、硫化精錬を利

用することが考えられている。硫化物フラックスを用いる最大の問題は、溶鉄中の硫黄濃度を必要以上

に高めてしまうため、過大な脱硫処理が必要になることである。その点を改善するためには、反応生成

物である CuS0.5の活量を低下して安定化するフラックス組成を見出すことが重要である。代表的な例は、

佐野らによる FeS-NaS0.5系硫化物フラックスによる検討である。この系での基礎研究は、他にも多数報

告がある。また、炭素飽和溶鉄（溶銑）を対象とすれば、溶鉄中の C-S、C-Cuの相互作用により、硫黄、

Cuの活量は純溶鉄に比べて高くなり、純溶鉄に比べて有利になり得る。 

 図 1-13は、佐野らによる実験結果[53]を示す。横軸は、FeS-NaS0.5系硫化物フラックス中の NaS0.5の

濃度、左縦軸は、処理後の溶鉄中硫黄濃度、右縦軸は、処理後の溶鉄とフラックス中の Cuの分配比を示

す。FeS中の硫黄ポテンシャルは NaS0.5を増すと減少するため、平衡する硫黄濃度は低下するが、Cu2Sと

FeS 間の相互作用方が、NaS0.5との相互作用より強いため、分配比は低下する結果となっている。 

 処理後の溶鉄中 Cu 濃度[Cu]fフラックスと溶鉄の量比 Fv(kg-flux/kg-Fe）と、Cu分配比 LCuと初期 Cu

濃度[Cu]iの関係は、単純な処理前後の Cuの物質バランスより、次式で計算できる。 

[%Cu]f = [%Cu]i / (1 + Fv*LCu) 

となる。この結果のケーススタディとして、初期溶鉄中 Cu濃度が 0.5%と仮定した場合の溶鉄と Fvと処

理後 Cu濃度、脱 Cu率（＝([%Cu]i - [%Cu]f)/[%Cu]i×100%)の関係を図 1-14に、Fv＝0.03 の下で、LCu

と[%Cu]f、溶鉄中硫黄濃度[%S]の関係を図 1-15に示す。 
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図 1- 13  FeS-NaS0.5 フラックス中 NaS0.5 濃度と Cu 分配比 LCu、溶鉄中 S 濃度の関係(炭素飽和鉄、

1200℃)[53] 

 

図 1- 14 フラックス/溶鉄量比と処理後 Cu濃度、脱 Cu率の関係 

 

図 1- 15  Cu分配比と処理後 Cu 濃度、溶鉄中硫黄濃度の関係 
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 溶鉄中硫黄濃度は高炉溶銑で凡そ 0.02%程度であるが、脱 Cu率を大きくとるためには、溶銑中の硫黄

濃度[%S]を１桁程度大きくする必要があることになる。従って、脱 Cu後には、高濃度硫黄溶銑の脱硫処

理が必要であり、その精錬負荷（石灰等の精錬剤の量、および熱ロス）が相当大きくなると想定される。

更に、使用後の硫化物フラックス、脱硫処理スラグの処理も大きな負荷となると予想される。硫化物フ

ラックスによる脱 Cu 処理が実用に至っていない理由は、これらの点にある。 

（３）固相分離 

 固体鉄からの Cu や Sn の分離法として、Fe との Cu、Sn の化学ポテンシャル差を利用した方法につい

て基礎実験が成されているが、実用上は、固体鉄中での Cuや Snの拡散は非常に遅く、速度的に、可能

性は低い。 

（４）その他 

 溶鉄からの他の脱 Cu、Sn 法として、アンモニアガスを吹き付ける[47]、減圧下でプラズマを利用する

[37]等の方法が基礎実験として行われているが、実用化に至った例は無い。 

（５）まとめ 

 トランプエレメントの除去方法として、基礎実験の報告は相当数存在するが、実用化に至った例は無

い。気化、硫化物利用、固相分離等の方法について、各々実用化には困難を伴う。実際には、スクラッ

プ状態で破砕、分別等の方法で分離する方が現実的であり、容易であると思われる。 

 

１－５．トランプエレメントの影響緩和・無害化・利用技術 

（１）Cu による高温脆化割れ対策 

トランプエレメントの影響として最も大きな影響をもたらす Cuによる高温脆化割れ対策として、緩和・

無害化する技術の研究は、現象の解明と、影響を緩和する対策が検討されてきた。その主なものを以下

に示す。 

①Ni,Si,B等の合金元素添加による物理冶金的な抑制効果 

②高温保持による脆化抑制 

③ショットピーニングによる割れ抑制 

④連鋳二次冷強冷化による割れ温度域回避 

⑤急冷凝固＆無酸化鋳造 

 

表 1-9に代表的な文献を示す。 
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表 1-9 Cu による高温脆化割れ対策に関連する文献 

 

イ）Ni 添加による Cu 脆化割れの抑制 

 Cu による高温脆化割れ対策として、Ni 添加によりかなり低減が可能であることが従来から知られて

おり、実際に行われている。このメカニズムについて、赤松らは Fe-Ni-Cu三元計算状態図を用いて説明

した[54]。 

①鋼－スケール界面に溶融 Cu が析出した場合、Ni の添加量を増してゆくと、γ-液相(L)共存領域の固

相側成が図 1-16の a→ｂ→ｃと変化して Niリッチ側に変化する。その時、図 1-17に示すように、液相

量は減少する。そのため、Feのγ粒界に浸潤し難くなる。 

②Cuが Niと合金になることで融点が高くなり、粘性が上がるため、γ鉄粒界に浸透しにくくなる。 

  

図 1- 16  Fe-Ni-Cu系計算状態図と Ni添加による Cu高温脆化割れ低減機構[54] 

対策 発表年 タイトル 文献

① 1997
Cu含有鋼中のNi,Snによる熱間割れの変化に対する合金状態図
からの定量的研究

[54]

① 2001
Effects of C and P on surface hot shortness of steel due
to Cu mixed from steel scrap

[55]

① 2002 Suppression of Surface Hot Shortness due to Cu in
Recycled Steels

[56]

① 2002
Effect of Boron on Copper Induced Surface Hot Shortness
of 0.1% Carbon Steel

[57]

③ 2009 Cu鋼の表面赤熱脆性に及ぼすショットピーニングの影響 [58]

④ 1996 最近の電気炉操業と新鉄源の展望
[59]

⑤ 2008 双ロール式ストリップキャスターの開発と商用化 [60]
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図 1- 17  Ni/Cu 比と液相量（相対値）の関係[54] 

 

ロ）連続鋳造における二次冷却強冷化による割れ防止 

 Cuによる高温脆化割れの問題は連続鋳造工程で顕在化することが多い。この現象は、例えば、図 1-7

左図に示されているように、温度域が 1000～1200℃の範囲に限られているため、連続鋳造においてこの

温度域を避けるため、二次冷却を強化し、鋳片表面温度を 1000℃以下に早期に低下させる対策が考えら

れる。 

 図 1-18 にトピー工業から報告された例[59]を示すが、冷却水量を通常の 0.25ℓ/kg-s から 1.44ℓ/kg-

sと 6倍程度に増加することで、割れ深さが軽減されている。ただし、皆無に出来る訳では無い。 

 

図 1- 18  Cu濃度と鋳片表面のクラック深さの関係[59] 
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ハ）無酸化鋳造 

 北米の電炉メーカーである Nucorと IHIが共同で開発した、双ロール法による薄板を直接鋳造するス

トリップキャスターについての報告がある[60]。0.85～1.5mm の薄板を直接鋳込む際には、歩留上、ス

ケール生成は重大な問題である。そのため、図 1-19[61]に示すように、圧延機に至る鋳造パス全体を不

活性雰囲気としている。その結果、Cu による高温脆化割れも、低減あるいは、防止出来ている可能性が

ある。 

 図 1-19に示す様に、Nucor、IHI、BlueScpoe の３社共同でこれに関連するものと思われる特許が出願

されている。タイトルは、「High strength high ductility high copper low alloy thin cast strip 

product and method for making the same」となっており、Cu ハイテンを直接製造する内容となってい

る。 

 その発明の概要を以下に示す。 

「本発明の高 Cu含有炭素合金鋼板は、（i）重量比で、炭素が 0.15〜0.50％、クロムが 1.0％未満、マン

ガンが 3.0〜9.0％、ケイ素が 0.2〜3.5％、Cu が 0.5％以上、アルミニウムが 0.01％未満、少なくとも

50または 100ppmの総酸素量、（ii）Niが 0.5％未満、（iii）残りの鉄および溶解により生じた不純物を

含む鋳造時の炭素合金鋼板を製造する溶融物を準備し、溶融物を固化して冷却することにより製造され

る。非酸化性雰囲気中で厚さ 10mm 以下の板状にし、1000～2000℃の冷却速度で 1080℃以下に冷却する。 

その後、熱間圧延を行い、10〜50％の圧下率で、900MPa 以上の引張強度と 15％以上の伸びを有する組織

を形成する。」 

 即ち、Cuが高く、Niを含まない成分で鋳造可能ということを示している。 

 

図 1-19  Nucor 出願特許中の図面[61] 

 

（２）影響緩和・無害化技術と課題 

 Cuによる熱間脆化割れ対策について、（１）では、Ni添加について記したが、新製鋼フォーラム当時

から物理冶金的な関連する研究論文を多数執筆されていた東大の長崎先生にヒアリングを行った際、当

時 Ni 以外の元素による対策を研究したが 1 つだけの方法で抑制する事には無理があり抜本的な解決策

は開発されていなかった、との見解を示された。現在、実際に行われている Ni 添加は有効な方法では

あるが、Ni自体が高価な合金元素である点から、コストアップの問題がある。また、薄板の深絞り用鋼

板等に適用することは成形性を悪化させることから難しいと思われる。ショットピーニングについても、
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工業規模で大量に行うには、設備、処理コスト生産性の面で相当な困難が予想される。また、ストリッ

プキャスターによる無酸化鋳造も、１基あたりの生産能力は限定的であるため、大量生産には向かず、

むしろ、急冷凝固による微細凝固組織の利用等、特殊な用途には利用可能であると思われる。 

 その他のトランプエレメント Cr、Ni、Mo については、具体的な対応策についての従来知見は見当た

らない。 

 

（３）熱処理、合金元素としての利用例 

 基本的には強化元素として、トランプエレメント成分を、製造する鋼中の目標濃度にコントロール出

来れば、有効に利用できる。 

 東京製鐵は、環境省からの委託事業として、平成 24、25 年にスクラップから製造した電炉鋼による

薄板ハイテンの製造を検討し、高炉鋼と同等の品質が得られたと報告している。 

 以下、東京製鐵によるレポート[62]の概要を示す。 

  

図 1- 19 試作鋼の強度－延性バランス図[62] 

 

 表 1-10に試作鋼の組成を引用して示す。また、Cu、Ni、Cr、Moも高く、その他、Sn、Vなどが含まれ

る。実際に試作した成分は、下段の FY2013のもの。上段の FY2012 の成分は、2012 年の原料構成が、新

断ち比率が 50%と高かったのに対し、2013 年は 10～20%と低く、そのため Cu 等の濃度が異なっている。 
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表 1-10 試作鋼材組成[62] 

 

 熱延温度条件については、温度履歴の傾向は記載されているが絶対値は示されていない。また途中（圧

延長 500m以降）から目標温度に変えた、との記述がある。 

 

図 1- 20 熱延温度パターン 

（前半は通常の温度パターン、後半に材質改善の温度パターンに変更したとの記述があるが、絶対値は

示されていない。） 

 

 薄板ハイテン製造には、むしろ微量元素（特に Mo や Cu、Ni）が有効に作用している可能性がある。

その機構は、 

1)熱延での加工熱処理による結晶粒微細化(γ粒径：10μm)、 

2)微細γ粒からの微細ベイナイト組織と微細 MA組織、 

3)高 CT化による巻取り後のベイナイト変態 

 によると述べている。また、今後の課題についての記述を以下に引用する。 

 

今後の課題 

材料特性として、そのばらつきを更に低減するための課題としては、以下が必要である。  

・異方性を低減すること。（仕上げ圧延温度制御範囲の明確化）  

・コイル幅方向においてエッジ部の温度制御方法の検討（板厚 1.2mm クラスの場合）  
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但し、これらは試作を通じて十分解決可能と考えられる。  

製造性については、圧延の安定通板性については検討を重ねる必要はあるが、今回の試作を通じて制御

目標の参考情報を得ることが出来た。今回の試作において、  

・車体実用領域での板厚を量産設備で試作出来たこと、  

・機械的特性は、現行の高炉材と比較しても十分に優れたものが得られたこと、  

・車体性能上の重要特性についても満足出来る結果を得たこと、  

が確認された。今後、自動車鋼板として仕上げていく観点と適用範囲を拡大していくために、以下の課

題に取り組む必要があると考える。  

１）自動車用鋼板が建材向け等と最も大きく異なる特性は表面品質であり、極めて平滑な表面性状と防

錆性能にリンクする均一で安定的な表面機能である。電炉鋼特有のトランプエレメントは製造プロセス

を通じて表層濃化するなど表面品質への影響が指摘されており、電炉鋼表層品質制御技術として構築し

ていく必要がある。  

２）表層品質制御技術を通じて、表面処理鋼板化を計り、車体の防錆鋼板仕様への適用を図っていきた

い。 
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１－６．電炉による高純度鋼製造技術の現状 

（１）電炉技術の進歩 

 電炉製鋼法は、1889 年にエルーによって発明されたとされる。電炉製鋼法は次の 3点を中心に開発・

改良が行われてきた。 

1）高炉－転炉に匹敵する生産性への向上 

2）エネルギー原単位の削減（特に電気エネルギー） 

3）製造品種の拡大、特に高炉－転炉が得意とする普通鋼への適用拡大 

特に、エネルギー原単位の削減は、投入エネルギーコストの削減のみならず、製鋼時間の短縮による

生産性向上に直結するため、製鋼用電炉にとって重要な因子である。 

 図 1-21 [63]に、電炉の平均的な電力原単位、製鋼時間の変化、および新技術の開発・導入時期を示

す。ヒートサイズは、1970 年代は約 60t であったが、最近では約 400t（Danieli 製、東京製鐵 田原工

場）の電炉の導入例もあり、電炉の大型化が進んでいる。また、製鋼時間（tap-to-tap time）は、180

分から 40 分レベルに低減されており、最近の大型酸素転炉の製鋼時間である 300t で 20 分のレベルに

近づいている。また、600khw/t以上を要していた電力原単位は、300kwh/tレベルに半減している。電力

原単位の低減には、スクラップ予熱への排ガス顕熱利用や、バーナー、炭材、酸素のインジェクション

による補助エネルギー投入や溶解時間の短縮が寄与している。 

 

図 1- 21 電炉の平均的な操業指標の推移と操業技術および電炉形式の開発時期[63] 
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図 1- 22 国内電炉溶解における生産性、電力、酸素原単位、および製鋼時間の推移[64] 

 

初期の電炉は長い製鋼時間を必要とし、特殊鋼製造が主として行われてきたが、炉の大型化と超高電

力（UHP：Ultra High Power）化により、生産性の向上が図られた。また、電炉では、主原料のスクラッ

プをバケットで複数回に分けて装入することが一般的であったが、電炉をフルパワーで操業できない、

装入時間がかかること等による製鋼時間の延長、窒素ピックアップ等の問題があった。電炉では電気エ

ネルギーがメインではあるが、酸素と炭素源吹込みや天然ガスのバーナーも活用し、スクラップの解け

落ち時間を短縮したり、エネルギーを集中して投入することにより電力原単位の削減や製鋼時間の短縮

が図られた。例えば、VAI FUCHS GmbHの出鋼量 120t の最新鋭電炉では、1バケット装入や、複数の酸

素燃焼用ランスにより、スクラップが未溶融の段階で集中的にエネルギーを投入することにより、製鋼

時間を 30分程度に短縮可能としている[65]。 

電炉製鋼におけるエネルギーバランスにおいて、エネルギー消費側の排ガス顕熱の寄与分が 20%とか

なりの部分を占めている[66]。また、酸素やバーナー導入による加熱技術の普及により、排ガスの高温

化が進み、エネルギー効率向上の上で排ガスを利用した装入物予熱が重要となった。さらには溶解時間

短縮による生産性向上の点でも有効な手段である。そのため、様々な予熱技術が開発され、特殊な形式

の電炉も開発・導入されている。例えば、Consteelはスクラップの予熱および水平連続装入ができるた

め、炉蓋を開ける必要がないため、フルパワーでの操業が常に可能となり、製鋼時間の短縮ができる。

また、安定したスラグフォーミング状態を維持できるため、アークの輻射による熱ロスを減らせるほか、

大気の侵入が防止でき、通常より鋼中窒素濃度を 15ppm程度下げることができる。 

更に、排ガスによるスクラップ予熱ではシャフトタイプの予熱槽を設けたタイプの電炉が普及しつつ

ある。スチールプランテック、Primetals、大同特殊鋼、SMS、Daneli等がサプライヤーであるが、これ

らの炉でも連続装入が可能となっている。 

このように、電炉で課題であったエネルギー原単位や生産性が向上している。その結果、1985年まで

に、生産性が向上した電炉製鋼と、連続鋳造技術の組み合わせにより、高い生産性を持つ一貫プロセス
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が成立するに至り、普通鋼製造への電炉プロセス適用拡大が図られた。更に、当初は、棒鋼、線材製品

を目的とするブルーム、ビレットの製造が主であったが、電炉と薄スラブ鋳造、直接圧延を組み合わせ

た所謂、ミニミルが出現し、電炉による鋼板製造技術が開発され、特に北米で発展した[67][68]。この

プロセスはその後、欧州、中国にも建設され、世界の鉄鋼生産において重要な役割を果たすに至ってい

る。 

北米の Nucor に代表される電炉メーカーは、1980 年代後半以降、自動車用鋼板に代表される薄板な

ど、比較的グレードの高い鋼板の製造も可能とした。その背景には、電炉鋼で製造が困難であった低窒

素鋼、低トランプエレメント鋼の製造を可能とする変革があった[69]。薄板製造の上で、鋼材中の窒素

は、時効性を悪化させる有害元素であり、良成形性薄鋼板の製造に低窒素化が欠かせない。しかし、従

来の電炉製鋼法では転炉製鋼法に比べ、低窒素鋼の製造が困難であった。後の節で詳細に述べるが、炭

材添加＋酸素ガス供給、スラグフォーミング促進、炉内大気侵入防止、直接還元鉄利用による窒素、直

接還元鉄利用によるトランプエレメントの希釈等により、低窒素、低トランプエレメント鋼の製造が可

能となった。電炉製鋼法においては、例えば、電磁鋼板のような高級鋼品種にも製造範囲を拡大しつつ

ある。 

 

（２）電炉における低窒素鋼製造技術 

 １－３．（２）で述べたように、Nは時効性や溶接 HAZ靭性に悪影響を及ぼすが、高炉・転炉鋼と比べ

ると電炉鋼の窒素量は高く、高 Nが高級鋼製造時の課題の一つとなっている。現在、還元鉄利用、二次

精錬における脱ガス能力向上による低窒素化や、フラットバス化による吸窒防止等の電炉技術進歩によ

る改善によって、高 Nの課題を解決しつつある。本節では、低窒素鋼製造技術について述べる。 

 

①還元鉄の利用 

 成型性の良い薄板の製造において、電炉鋼の最大の難点は、窒素が高いことであった。また、トラン

プエレメント（Cu、Sn、Cr、Ni)が高く、表面疵や割れといった欠陥が出やすいことも難点であった。し

かし、これらの点については、北米のミニミルでは、還元鉄を利用することにより、克服されてきた経

緯がある。 

北米では Nucor などのミニミルが、スクラップの一部、あるいは大部分を DRI や HBI、銑鉄を使うこ

とによりトランプエレメント、および窒素のインプットを減らし、かつ溶解中に酸素ガスを従来に無く

大量に使用して脱炭反応を促進し、COガス発生を行って吸窒防止（炉内への大気侵入防止、または溶鋼

からの脱窒）を行うことにより出鋼後の窒素は転炉鋼に匹敵するようなレベルも報告されている。 

 McMaster 大の Irons ら[69]は、豪州の CSIRO と共同で、米国 DOE に対して詳細な報告を行っている。

その中では、Ispat Hamburg（当時、現在の Arcelor Mittal Hamburg)製鉄所の 135t 電炉における操業

データに基づいた解析を行っている。データのソースは、2504ヒート分の 6つの原料条件に基づく。 

1. 市販スクラップのみ 

2. 市販スクラップ＋自家発生スクラップ（rescued)＋塊状の DRIを加えたもの 

3. 市販スクラップ＋塊状の DRIのみを加えたもの 

4. 市販スクラップ＋DRI 混合品（塊状＋粉） 

5. スクラップ無、100%塊状 DRI 

6. スクラップ無、塊状 DIR＋粉 DIR 
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その結果、ばらつきは大きいものの、DRI 比率が高くなると溶鋼中の窒素濃度が低下する傾向がある。

スクラップ 100%の場合の窒素は 68.2ppm、DRI 100%場合の窒素を 20.1ppmとし、その間を直線で結んだ

線と回帰式とがほぼ一致していることから、これは、スクラップ中の窒素が DRIによって希釈されたと

解釈できる、とした。 

 他の可能性は、還元鉄は炭素分が高く（2%～4%）、脱炭素のため多くの酸素ガスを使用するため、鋼浴

から多量の COガスが発生するため、脱窒素反応が促進される、というものである。同報告書中で、Irons

らが種々の炭素濃度を含む還元鉄、および Iron carbideを原料として操業した North Star Steelの電

炉データを解析した結果が示されている。ηCO は、発生した CO ガス気泡による脱窒素反応効率を示す

が、操業データはηCO＝0.1から 1の間にあり、マクロには COガス発生量が多い程、脱窒率は高くなる。

ただし、溶鋼中の硫黄の存在により脱窒反応速度は低下する[70]ため、高硫黄 DRIでは脱窒効果が小さ

くなる。 

 発生 CO ガスによる脱窒効果は、酸素転炉と同様の機構であるが、純酸素転炉の場合には、脱炭吹錬

の終点の炭素濃度と溶鋼中窒素濃度の関係は、一般に、図 1-24に示すように、炭素濃度との関係でミニ

マムがある。この理由は、転炉内では、炭素濃度が 4%以上の溶銑の状態から酸素供給とともに脱炭反応

が進行するが、大量の CO ガス気泡発生に伴い、気体－液体反応の界面積が著しく増大し、溶鋼からの

脱窒反応が進行する。そのため、窒素濃度は低くなる。しかし、更に炭素濃度が低下すると COガスの発

生量が少なくなり、むしろ、炉外からの空気侵入量が増大し、窒素のピックアップが起きるため、窒素

濃度と炭素濃度の関係にミニマムがある、と一般に考えられている。 

 一方、スクラップのみ原料とし、電炉で溶解を行う場合を想定すると、原料中には殆ど炭素は含まれ

ていないため、CO ガスの発生は殆ど無く、脱窒素反応は起きない。むしろ、炉内に侵入する大気が溶鋼

と接触する機会が多く、窒素ピックアップが生じ易い。そのため、電炉で低窒素粗溶鋼を得るためには、

スクラップ装入の回数を減らし、常に溶鋼とそれをカバーするスラグが存在する状態（フラットバス）

にして吸窒防止をはかるとともに、原料からのインプットを抑制し、更には CO ガス発生を伴う炭材＋

酸素添加を行って積極的に電炉内への大気侵入の防止、及び脱窒促進を行う必要がある。 

 いずれにせよ、DRIを用いることが低窒素化に有効であることは明らかとなっている。上記、Ironsら

の報告では 100%DRI使用の条件では、転炉鋼に十分匹敵する 20ppm 前半の濃度となっている。 

 

 

図 1- 23 吹止め炭素濃度と窒素濃度の関係[71] 
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 次に、Trotter ら[72]も同様の報告を行っている。電炉鋼と転炉鋼の窒素濃度は、一般的には各々、

40～110ppm、10～40ppm のような値である。また、主要原料中の窒素濃度についても報告しいる。例え

ば、スクラップそものにも 30～120ppmの窒素濃度の値が示されている。電炉鋼の主要窒素源は、スクラ

ップと溶解中のピックアップであるとされる。しかし、コークスには 5000～10000ppm と高濃度の窒素

含む。多の炭材を用いると、使用量によっては溶鋼への窒素インプット源として無視できない場合があ

る。 

 更に、Troterらは欧州における 9か所の電炉における HBI使用率と窒素濃度の関係を示しており、先

の Irons[69]らと同様の結果がを得ている。即ち、鉄原料中の HBI 使用比率(最大 80%)増加とともに窒

素濃度が低下する傾向が明瞭である。 

 HBI 使用の効果はトランプエレメント低減効果もあり、欧州の複数のミルにおける結果として、低窒

素化とともに、トランプエレメントの Cu 濃度も低くなり、Si キルドワイヤー鋼の引っ張り試験におけ

る絞り値（ROA、延性を表す指標）がスクラップ 100%（Cu0.20%)で ROA が 83%であるのに対し、

100%DRI(Cu0.05%)では 95%に改善している。 

 

②二次精錬における脱ガス能力向上による低窒素化 

従来、電炉メーカーでは鋼中の成分要求が厳しくないことから、溶鋼の脱ガス（脱 C、脱 H、脱 N）

設備として、設備費が比較的安価な VTD（Vacuum Tank Degasser：溶鋼を収容した取鍋ごと真空容器内

に収納して脱ガスを行う設備）が多用されてきたが、溶鋼にスラグが乗った状態であり、脱ガス能力

は RH（Rheinstal Heraus）脱ガス設備[82]に比べて劣る。また、VTDは処理サイクルタイムが長く、

量産鋼への適用は難しい。 

しかし、北米のミニミルである Nucor、Big River Steel、Steel Dynamics、Cleavland Criffは、

電炉での高級鋼製造を目指しているが、最も先進的な Big River Steel（最近、USスチールが買収）

は、脱ガス設備に、高炉メーカーが多く導入している脱ガス性能に優れた RH脱ガス装置を導入してお

り、高級鋼である EDDS鋼（超深絞り鋼）、IF鋼（Interstitial Free steel：極低炭素鋼）、AHSS

（Advanced High Strength Steel：先進高張力鋼）、電磁鋼板を製造している。電炉はヒートサイズ

165tで、還元鉄比率が 20～80%（設備能力上は 100%も可能）の範囲とし、tap-to-tap時間は 38分以

下で操業している、と対外報告している。 

このように、脱ガス性能に優れた RH 脱ガス設備を導入することで、低窒素鋼の製造ができる可能性

がある。 

 

③フラットバス化による吸窒防止 

Memoli ら[73][74]よると、スクラップ予熱を伴う Consteel 式の電炉を導入することにより、低窒素

化と歩留まり向上を果たした。その理由は、電炉の側壁から連続的に原料を装入するので、電炉内が常

にフラットバス化され、炉内には常に溶鋼および溶鋼上に泡立った状態（フォーミング）のスラグが存

在する。このことにより炉内への大気の進入が減少すること、また、アークを発生する電極がスラグに

埋没した状態（サブマージ）となるため、オープンアークが無く、オープンアークの強い輻射熱で局所

的に溶鋼が髙温となり、高い窒素吸収速度となる反応界面が生じないことにより、窒素ピックアップが

少ないと推定される。このような状態は、バケットを用いて原料を数回に分けてバッチ装入を炉蓋を開

放して行う旧来型の電炉では、最後のバケット装入が終わって溶解した段階でのみ実現する。 

 



36 
 
 

１－７．北米電炉ミニミルによる高級鋼製造技術の発展 

 北米は、粗鋼生産に占める電炉比率は 70%を超えている。その中で、電炉鋼ながら、薄板の深絞り用

鋼板、電磁鋼等の薄板系の高級鋼を製造する技術が確立されつつある。なお、一般に、ミニミルとは、

高炉一貫製鉄所の高炉に始まり、最終製品製造に至る長い工程に対する用語として、電気炉を用い、連

続鋳造と熱延が直結された薄スラブ連鋳機を導入することで比較的短い工程で最終製品が製造される

コンパクトなミルを指す。具体的には、Nucor、BigRiverSteel、ClevelandCliff、SteelDynamic 社があ

るが、これまで述べたように、スクラップを主要原料とする電炉では、トランプエレメントの影響が課

題となる。それに対し、これらのミルでは、直接還元鉄（DRI、HBI）、あるいは銑鉄を利用してトランプ

エレメントの影響を軽減ないし排除している。直接還元鉄（DRI：Direct Reduced Iron)、銑鉄、スクラ

ップ中のトランプエレメント含有量については以下のような値が報告されている(CU＋Sn＋Ni＋Cr＋

Mo)[75]。 

A）DRI                     ：約 0.02% 

B）高炉銑                    ：約 0.06% 

C）スクラップ（新断及び切削）         ：0.1～0.2% 

D）スクラップ（シュレッダー及びヘビー）：0.35～0.60% 

 

 北米のミニミルである Nucor は、既に 1989 年に薄スラブ連鋳機を導入して電炉鋼による板の製造を

開始した。2006 年から、南米のトリニダードトバコで Midrex による直接還元鉄の製造を行い、北米の

ミルで使用している。その生産能力は、1.6百万 t/年である。更に、2014 年には、米国内のルイジアナ

に Energeionによる 2.5百万 t/年の生産能力を持つ直接還元鉄製造工場を建設した。従って、Nucorは、

年間約 4 百万 t の直接還元鉄を自ら製造し、原料として利用していると思われる。Nucor の粗鋼生産量

は約 24百万 tであり、その 33%は薄板であり[77]、年産 8百万 t程度と推定される。そのうち、トラン

プエレメントが問題となる品種がどれ程含まれているかは不明であるが、少なくとも数百万 tのレベル

で還元鉄を利用していると推定される。また、Nucor の資料によると、薄板を主力品種とする Hickman

製鉄所の電炉では装入原料の 20～60%は DRI を、10%程度は pig iron（銑鉄）を使用している、との情

報がある[76]。 

 また、Nucor をスピンアウトしたメンバーと投資家により創業された BigRiverSteel は、厚板を含

む高級鋼製造への進出を明確に表明しているが、用いる原料は 直接還元鉄 HBIを 80%以上使用、として

いる。二次精錬には脱ガス能力の高い RH 真空脱ガス設備を導入しており、深絞りクラスの薄板極低炭

素鋼や低窒素鋼、電磁鋼製造を可能とする意図がうかがわれる。RH真空脱ガス設備は、脱ガス能力は高

いが、多くの電炉ミルでは、脱ガス処理が必要な場合でも設備費の安価な VTD（Vaccum Tank Degasse）

を導入するのが一般的であった。 

 還元鉄を利用する北米ミニミルの方向性は今後も継続すると思われるが、直接還元鉄の生産量は漸く

世界全体で 1億 tを超えたところに過ぎない。また、今後予想される鉄鉱石の低品位化（特に豪州産鉱

石の高脈石化）において、還元鉄を利用するためには、現在の電炉製鋼では脈石（主に SiO2、Al2O3、

P)由来の大量スラグ生成が予想され、その対応策等の課題が予想される。また、還元鉄製造は還元ガス

の立地条件に大きく左右されるため、地域性、経済性を含めた課題がある。これらの課題が解決されれ

ば、還元鉄を一定程度利用した電炉による高級鋼製造は可能になると思われる。 
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図 1- 24  Nucorのプロダクトミクス[77] 

 

１－８．電炉法による高級鋼製造における技術的課題に関する総括 

 本調査では、まず、スクラップを主原料とした電炉における高級鋼製造における課題について文献調

査を行い、スクラップに混入する不純物、特に Cuや Snなど、通常の酸化製錬では除去不可能な元素（ト

ランプエレメント）が、製造段階に及ぼす影響（連続鋳造における高温脆化割れなど）や溶接加工に及

ぼす影響（熱影響部の靭性低下）、製品品質に及ぼす影響（加工性低下、低温靭性低下など）について、

定量的/定性的に整理した。その結果、鋼材特性に及ぼすトランプエレメントの影響や、鋼材に対する混

入限界などについて、これまでの研究では不確定要素が多く、成分規格などに落とし込むことはできな

いことがわかった。これは、高級鋼の製造をこれまで高炉一貫メーカーが主として行っており、銑鉄を

主原料とするプロセス上、トランプエレメントの混入を想定する必要がなかったためと考えられる。今

後電炉での高級鋼製造の重要性が増してくる中、当該分野において産学官連携による重点的な研究開発

が期待される。 

 トランプエレメントの影響排除に向けては、鉄からのトランプエレメント分離法として、気化蒸発や

フラックス製錬、固相分離などについての研究が行われてきたが、反応速度や経済性など多くの課題が

存在し、いずれも実用化には至っていない。従って、現在の電炉オペレーションにおけるトランプエレ

メント対策としては、炉前ヤードにスクラップを品位別に配置し、生産鋼種の要求レベルに応じて、品

位の異なるスクラップをブレンドし、トランプエレメントを一定範囲に管理する方法などが取り入れら

れている。また、欧米電炉では、直接還元鉄や型銑を大量に投入することによる、トランプエレメント

の希釈が一般的に行われている。 

 また、電炉製鋼の場合、スクラップ溶解時の大気からの窒素ピックアップが生じやすいため、窒素の

製品品質等への影響（歪時効による品質影響など）や、窒素低減対策を調査した。近年の電炉では、連

続装入化による溶鋼フラットバス形成と電極が泡立ちスラグ内に浸漬状態となるサブマージアークに

よる窒素侵入の防止が図られているが、依然として転炉鋼よりも鋼中窒素濃度は高く、一部の高級鋼の

品質要求を満たすには、溶解精錬時の更なる低窒素化対策と二次製錬における脱窒素の強化が求められ

る。最近の Danieliからの報告[80][81]では、電炉での低窒素化対策と真空脱ガス処理の効率化で窒素

30ppm 代が達成できている、との報告がある。ばらつきも含めてどの程度達成できているか、技術的に

不明な点もあるが、本技術が普及すれば、窒素が高い故に製造が困難であった薄板の深絞り鋼や低温靭

性鋼、溶接 HAZの脆化問題はかなり解決し得るものと思われる。 

 近年の電炉自体は、排熱を利用したスクラップ予熱技術や、酸素インジェクション技術を導入し、電
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力原単位を低減するとともに、連続装入化や大型化により、生産性についても、転炉プロセスに肉薄し

つつある。 

 一方で、北米ミニミルの戦略は、明確に還元鉄の積極利用に向かっているが、これはトランプエレメ

ントの低減および低窒素化対策にもつながる。しかし、直接還元鉄の生産量は漸く世界全体で 1億 tを

超えたところに過ぎない。また、今後予想される鉄鉱石の低品位化（特に豪州産鉱石の高脈石化）にお

いて、還元鉄を利用するためには、現在の電炉製鋼では脈石（主に SiO2、Al2O3、P)由来の大量スラグ

生成が予想され、その対応策等の課題が予想される。更に、還元鉄製造は還元ガスの立地条件に大きく

左右されるため、地域性、経済性を含めた課題がある。これらの課題が解決されれば、還元鉄を一定程

度利用した電炉による高級鋼製造は可能になると思われる。 

 発生するスクラップを有効利用する観点からは、今後、トランプエレメントの材料設計上の許容範囲

の見極めと、低下対策としてのスクラップ処理法、希釈材の利用（溶銑、銑鉄、還元鉄）が課題となる。 
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２．日本におけるスクラップ需給並びに高品位化の方向性に関する調査 

２－１．日本におけるスクラップの発生の実態 

（１）スクラップ取引の概要 

国内のスクラップの流通経路の概要を図 2-1に示す。スクラップは発生源によって大きく３つに分け

ることが出来る。 
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図 2- 1 スクラップの流通経路の概要 

① 内部スクラップ 

内部スクラップ（自家発生スクラップ）は鉄鋼メーカー（転炉、電炉、鋳物）の製造過程で発生

するスクラップで、基本的には事業所内で再利用されるため、市中にはほとんど流通しない。例え

ば、連続鋳造における異鋼種継目や鋼片圧延時の端部、連続圧延の接合部などが内部スクラップと

なる。 

② 加工スクラップ 

加工スクラップは、鉄鋼材料を使った最終製品の製造段階で発生するスクラップを言い、切削く

ずや打ち抜きくずを指す。加工スクラップは常に特定の場所から発生し、異物混入が少ないため鉄

スクラップの不純物の混入割合のばらつきが少ない。加工スクラップの流通時には新断、鋼ダライ

という等級がつく。中でも新断は不純物の混入割合のばらつきが少ないことから使い勝手が良く、

他のスクラップに比べて高値で取引されており、加工スクラップの発生工場と特定のスクラップ需

要家との間でひも付きの契約が結ばれることもある。 

③老廃スクラップ 

廃車、廃船、廃構造物など、寿命を終えた最終製品から回収されたスクラップ。老廃スクラップ

には、形鋼や鋼管、薄板や線材など、様々な形状やサイズがあり、また、配線などの非鉄金属やプ

ラスチックなどが付着したままの場合が多いため、老廃スクラップを鉄源として使用する場合には

丁寧な選別や加工が必要となる。老廃スクラップの流通時には形状によってヘビースクラップ、シ

ュレッダースクラップ、プレススクラップなどの等級がつく。 

 

（２）スクラップの加工処理 

老廃スクラップは、回収業者や解体業者によって回収され、スクラップ加工処理事業者のもとへ運ば

れる。スクラップ加工処理事業者はスクラップの特性に応じて加工を行う。 

スクラップの加工方法には一般にスクラップの特性に応じてシャーリング加工（切断）、シュレッダー

加工（破砕）、プレス加工が存在する。 

例えば、解体構造物から発生する鋼材類などの長尺物は、ギロチンシャー処理にて均一なサイズに切

り揃える。また、廃車は解体業者によって特定の部品を除去された後（ガラと称される）に、シュレッ
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ダー処理によって 10cm 以下の大きさに破砕して鉄分と非鉄、ダストに分別される。自動車ガラや薄物

の場合、輸送時の減容化のためにプレス加工されたのち、シュレッダー処理、またはそのまま鉄源とし

て利用されるものもある。 

加工スクラップは、老廃スクラップと異なり異物の混入がないため、加工処理事業者においては主と

して裁断等によるサイジング処理がなされる。 

 

（３）スクラップの呼称 

スクラップにはスクラップ加工処理の前段階のものと後段階のものが存在する。 

加工処理されたスクラップは、一般に日本鉄源協会の鉄スクラップ検収統一規格の等級（HSや H2等）

に基づいて取引される。また、日本鉄源協会の鉄スクラップ検収統一規格以外にも、東京製鉄などのス

クラップ需要家が独自の検収規格を用意している場合もあり、それぞれの取引に応じて規格が選択され

ている。一方で、加工処理される前のスクラップには規格に基づく呼称は存在せず、本報告では、図 2-

2のように加工処理前のスクラップを「加工前スクラップ」、加工処理後のスクラップを「炉前スクラッ

プ」と定義する。 

 

図 2- 2 加工前スクラップと炉前スクラップ 

 

 

本調査における炉前スクラップの等級は日本鉄源協会の鉄スクラップ検収統一規格の等級を用いる。

なお、日本鉄源協会の鉄スクラップ検収統一規格では、スクラップは寸法と重さ、母材によって等級が

定められている（図 2-3）。 
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図 2- 3 鉄スクラップ検収統一規格 

出典：（社）日本鉄源協会 鉄スクラップ検収統一規格 

２－２．スクラップのハンドリング 

スクラップはその発生源ごとに様々な流通フローがあり、それぞれのスクラップの特性に応じた加工

処理が施され、炉前スクラップとして出荷される。以下では廃自動車、解体構造物、家電、スチール缶

のスクラップのハンドリングを説明する。 
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（１）発生源ごとのスクラップのハンドリング 

①廃自動車 

図 2-4に廃自動車から発生するスクラップの流通フローを示す。 

廃車は、引取業者によってオークションにかけられ、自動車解体事業者に落札されたものがスクラップ

となる。 

使用済となった自動車は解体事業者によって エアバッグやフロン類等の自動車リサイクル法に基づ

く回収対象物や、モーターやハーネス、エンジンやラジエター等の非鉄金属部品が取り除かれる。 

解体処理後の構造体は、構造体のまま（ガラ）、あるいは輸送のための減容化を目的としたプレス加工

後、加工処理事業者に引き取られる。 

加工処理事業者では、ガラのまま、あるいはプレスして減容化されたたＡプレスをシュレッダー設備

により破砕し、非鉄金属やプラスチック等を成分とするシュレッダーダストを分級したのち、「Ａシュ

レッダー」として需要家へ出荷する。 

一部の「Ａプレス」も、シュレッダー処理を経ることなく、製鋼原料として利用されることがあるが、

これは、プレス内には異物混入の可能性があるため、プレス事業者（多くの場合は自動車解体事業者）

と製鉄会社との間で、解体品質等に関する合意が行われた一部のケースで行われている。 

（廃自動車のリサイクルでは、エアバックやフロン、ASR の回収が自動車リサイクル法によって義務付

けられており、解体事業者、プレス・破砕事業者はそれぞれの回収量に応じてリサイクル費用を受領す

る仕組みとなっている。一方で鉄スクラップは経済合理性の中で取引されているものであるから、鉄ス

クラップの分別・回収に伴うコストは自リ法ではなく、市中取引の中で回収されている。） 

 

 

図 2- 4 廃自動車のスクラップ流通フロー 

 

③ 解体構造物 

図 2-5にビルや工場建屋等の解体構造物から発生するスクラップの流通フローを示す。構造物は、解

体現場で解体事業者によって一定の裁断や銅線の分別が行われた後、スクラップ加工処理事業者へ引き
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渡される。解体構造物のスクラップは主にシャーリング（ギロチン）加工されて、ヘビースクラップと

して市中にて取引される。（なお、一般に構造物の解体には解体費用が発生し、解体構造物の所有者が解

体事業者に費用を支払うが、鉄スクラップ価格分が控除される。） 

 

図 2- 5 解体構造物のスクラップ流通フロー 

 

 

 

（２）スクラップの高度利用 

スクラップ電炉でパフォーマンスギャランティーを行っているような高級鋼を製造する場合、スク

ラップの分別段階で不純物を除去してトランプエレメントのばらつきを抑えるなど、成分が一定保証

できるようなスクラップを使用する必要がある。このようなスクラップは図 2-6 のように一般市中に

て高級スクラップと称されるスクラップとは少し異なるため、図 2-7のように定義を整理する（「I.事

業目的」における整理の再掲）。 

 

図 2- 6 定義のイメージ 
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図 2- 7 「高級スクラップ」と、高級鋼製造上求められるスクラップの定義 

 

「高級スクラップ」は一般に上級スクラップ、品質の良いスクラップ等様々な呼称があるが、その定

義は定まっていない。一般には①嵩比重が高く、②出自が明らか、③不純物（ダスト）の混入が無いも

のを指し、新断、HS が該当する。 

H1 も HS と同じ厚さ（6mm 以上）の寸法で、嵩比重が高いスクラップではあるが、H2 以下のスクラッ

プと分別管理されていない場合もあり、その場合は「高級スクラップ」とは見做されない。なお、新断、

HSは一般に他の等級のスクラップと分けて管理されている。 

 

高級鋼の製造において求められるスクラップは、不純物が少ないスクラップであり、発生源が明白で

あり成分値を把握することが容易な加工スクラップ、また高度な分別管理をして成分を一定担保できる

一部の老廃スクラップが該当する。 

 

以下、スクラップの高度な分別管理を実施している事例を説明する。 

 

① 電炉メーカー（トピー工業） 

グループ企業のスクラップ加工処理プラントに国内最大級の大型シュレッダー（4000馬力）及びダス

ト再資源化プラント（金属高度選別ライン）を導入。電炉メーカーの製造所に隣接するスクラップ加工

処理プラントで廃自動車や雑品スクラップ等を大型シュレッダーで破砕し、鉄及び非鉄金属に分別する。

同時にプラスチック等の非金属を主成分とするシュレッダーダストを得ている。 

更にその後、ダスト再資源化プラントの金属高度選別ラインを経由することで、シュレッダーダスト

中の金属類の含有率を従来の約８％から約１％未満まで低減することができ、非鉄金属の高度分別回収

名称 高級スクラップ 「高級鋼」製造において求められるスクラップ

定義
上級スクラップ、品質の良いスクラップ等。需要家ごとの品
質要件に関係なく、市中で一般的に高値で取引されて
いるもの

パフォーマンスギャランティーを行う鋼材を製造する上
で求められるスクラップ

要件

一般に、
①嵩比重が高い
②出自が明らか
③不純物（ダスト）の混入が無い

成分が保証できるスクラップ

該当する
スクラップ

新断、HS、場合によってはH1

①加工スクラップ全般
    一般に低級スクラップと言われるダライ粉も,分別
　 管理が徹底され、成分が把握できる場合には該
   当し得る。
②老廃スクラップの一部
　　例１：事前に需要家と合意した手順で解体さ
　　　　　　 れたAプレス
　　　　    （例：東日本資源リサイクル）
　　例２： 細かく破砕して丁寧な分別回収を
　　　　　　　行い、独自の成分規格を付与したシュ
　　　　　　　レッダー
　　　　　　（例：ハリタ金属）
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を行うとともに、高純度化されたシュレッダーダストを固化し、電炉におけるスクラップ予熱の熱源と

して活用している。なお、ダスト固化体が炭材として利用されることによて、電力原単位や炭材原単位

の大幅な低減が実現されている。 

 

シュレッダー処理された鉄スクラップ ダストを固化した炭材代替品 

  

出典：明海リサイクルセンターパンフレット 

 

② スクラップ加工処理事業者（ハリタ金属） 

品質がコントロールされたスクラップを求める需要家向けに、加工前スクラップから丁寧な分別管理

を行い、シュレッダー処理後の炉前スクラップに自社独自の規格を付与して出荷している。鉄スクラッ

プ検収統一規格に化学成分の定めは無いが、自社規格では品質の参考値として化学成分のデータを出し

ている。スクラップは簡単に溶解できず無作為なサンプリングが難しいため、出荷するスクラップの化

学成分を完全に保証することはできないが、需要家との取引実績を重ねることで品質に関する信頼関係

を構築している。保有設備はギロチン 2 基（1250t、1000t）、シュレッダー3 基（845 馬力、1500 馬力、

2000馬力）であり、シュレッダーラインは屋内に配置されている。 

 

加工前スクラップ（家電） 屋内の竪型シュレッダー 

  

ハリタ金属見学時 写真 

 

③スクラップ加工処理事業者（影島興産） 

H2の一般的な切断長さは 50～90cmであるのに対し、D社では H2の切断長さを 30cmと短尺化するで、
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付帯する不純物の除去を容易にした。全国中小企業団体中央会「鉄スクラップの新たな需要家への小ロ

ット販売に向けた調査研究」にて H2 の短尺化の実証実験を行った結果では、参加した 4 事業所全てに

おいて H1と遜色のない品位向上が認められた。 

また、その他にも短尺化により電炉へのスクラップ装入が容易となる他、嵩比重を大きくして荷役効

率を上昇させることも可能となる。一方で、短尺化すると作業時間が長くなるためその分コストが増え、

処理能力も低下する。そのため、一般の事業者はコストや能力の観点から短尺化を行うことは少ないが、

D 社が導入したリンデマン製のギロチンは国内製のギロチンより切断スピードが速く、短尺化によるコ

スト影響が少ない。 

 

ギロチン 短尺化された HS 

  

影島興産見学時 写真 

 

③ スクラップの分別・分析に関する技術開発状況 

スクラップの分析・分別技術については様々な技術が開発されているが、本格的な商用化レベルに至

る技術は現時点では存在しない。表 2-1にて、主なスクラップの分析・分別法を整理した。 

 

表 2- 1 スクラップ分析・分別法のまとめ 

方式 長所 短所 実用化レベル 

蛍光 X線 ・比較的簡便 

 

・小型装置は分

析精度低い 

・軽元素不可 

・Sc片ごとの分析・分別はデモ機レベル 

（産業機械工業会海外レポート 2011 年 IARC) 

・ハンドヘルド機として実績多 

LIBS 軽元素を含めて

分析精度高い 

・装置が大規

模、高価 

・１点計測では

分析範囲が狭

く、代表性問題

あり 

・Sc片ごとの分析・分別はデモ機レベル 

(R.Noll ら：Jour. of Laser 

Applications,(2003)p.402.) 

・最近、特許情報多い。 

中性子 バルク内部まで

分析可 

・安全性 

・大型、高価 

・実用レベルではない。 

・鉄鋼では分析用標準試料の分析に応用 
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イ）蛍光 X線分析（産業機械工業会(JSIM)海外レポート 2011年 IARC(Internatianl Automobile 

Recycling Congress 2011)) 

 蛍光 X線分析とは、分析対象物に X線を当てた際に発生する蛍光 X線を分光分析することで、その物

体内に存在する元素の含有量を分析する最も一般的な物理測定手法であるが、ここでは、鉄、ステンレ

ス、アルミ、銅、ニッケル、クロムなどの金属スクラップを非破壊の蛍光 X 線分析で判別するもので、

現在ではハンドヘルド機として、スクラップ加工処理事業者に多く導入されている。しかし、ソーティ

ングマシンとしての導入についてはまだデモ機レベルだと推察される。 

 

図 2- 8  TITECH 社製蛍光 X線分析装置の概念図 

 

図 2- 9  蛍光 X線式スクラップ選別装置の概要 

 

ロ）レーザー誘起プラズマ発光分析法（LIBS：Laser Induced Breakdown Spectrometry）利用 

 LIBS 分析とは、分析対象物にレーザーを当てた際に発生するマイクロプラズマを分光分析すること

で、その物体に存在する元素の含有量を分析する方法であり、蛍光 X線に比べて軽元素に対する感度

が高い、という特徴を持つ。最近では、ハンドヘルドタイプの装置も開発されている様である。 

 

論文：Journal of Laser Applications （Archen大学） 

Online multi-elemental analysis using laser-induced breakdown spectrometry (LIBS) – 

research fields, industrial applications and future perspectives (402)、
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https://doi.org/10.2351/1.5060049 

 

本論文には LIBS の応用として幾つかの例が示されている。その中に、非鉄（アルミニウム）のスクラ

ップ分別システムの例がある。 

 

図 2- 10  LIBS を用いた軽金属スクラップの分別装置概要 

 

ハ）中性子による放射化分析 

一般に、中性子が物質に当たると、その原子核との相互作用により、特有のエネルギーを持つ放射

線を発生するので、その放射線のエネルギーと強度を分析することにより、元素と濃度を分析するこ

とが可能である。中性子は、他の放射線に比べて物体の奥深くまで透過する能力が高いので、バルク

試料の内部まで分析が可能ということになる。しかし、人体へのダメージ等、安全面の問題、あるい

は装置が大がかりであり、コスト、管理面でのハードルが高い。 

 

  国際特許公開番号：WO2000005423 [16] 

  出願元：The David J. Joseph Company (USA) 

秤量した後のスクラップに中性子線を当て、即発 n(X,Y)γ反応で生じるγ線を測定して不純物濃度

を測定。ただし、本特許中では、特にトランプエレメントを対象としたという記述は無く、電炉に装

入する原料を分析することを目的とする。中性子を使った分析に関しては、他にも類似例がある。中

性子は、分析対象物バルクの内部まで浸透し、分析できるため、原理的には目的に適していると思わ

れる。 

図 2-11 で、左図は重量測定装置で、右図は中性子源 52とγ線検出器 48からなる分析装置。元素の

特性γ線の強度と重量から特定の元素の含有率を求める。 

 なお、本特許は、米国、豪州、欧州に出願されているが、いずれも権利化はされていない。 

https://doi.org/10.2351/1.5060049
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図 2- 11 中性子による原料の分析装置 

 

図 2- 12 中性子線を利用した原料分析のフロー[16] 

 

２－３．日本のスクラップの発生量の実績 

スクラップ発生量予測においては、日本鉄源協会による鉄源年報による内部スクラップ、加工スクラ

ップ、老廃スクラップの発生量および鉄鋼蓄積量の過去実績に基づいて推計を行った。表 2-2に各種ス

クラップ発生量の実績値として使用したデータの出典を整理する。 

 

表 2-2 各種スクラップ発生量実績の出典 

種類 出典・考え方 

内部 
以下の統計値を引用 

鉄源年報 第Ⅱ-３表 鉄スクラップの国内需給（年度）における「自家発生」 
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加工 

加工＝国内加工スクラップ 

国内加工スクラップは以下の統計値を引用（①または②） 

 ①鉄源年報 第Ⅱ-４表 国内購入市中スクラップ・内訳推計（年度） 

 ②鉄源年報 第Ⅱ-３図 我が国の鉄スクラップ国内需給（年度） 

 ※①を優先、①でデータが無い年度は②のデータを採用 

老廃 

老廃＝国内老廃スクラップ＋スクラップ輸出量×0.8 

国内老廃スクラップは以下の統計値を引用（①または②） 

 ①鉄源年報 第Ⅱ-４表 国内購入市中スクラップ・内訳推計（年度） 

 ②鉄源年報 第Ⅱ-３図 我が国の鉄スクラップ国内需給（年度） 

 ※①を優先、①でデータが無い年度は②のデータを採用 

その他 

（未分類） 

その他（未分類）=スクラップ輸出量×0.2 

鉄源年報 第Ⅱ-３表 鉄スクラップの国内需給（年度）の輸出量における「その

他」 

 

 

図 2- 13 スクラップ発生量の推移（単位：万トン） 

 

（１）種類別スクラップ発生量の推移 

日本におけるスクラップ発生量の推移を図 2-13 に示す。発生量全体は 1990 年から 2007 年まで増加

傾向にあったものの、リーマンショックがあった 2008 年以降は減少傾向を続けている。また、1990 年

以降スクラップ発生量における輸出スクラップの比率は増加傾向であり、2020 年時点のスクラップ発生

量に占める輸出スクラップの比率は 20.75％（約 883万ｔ）となっている。 

 

出典：鉄源年報データを基に日鉄総研作成
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（２）部門別・等級別スクラップ発生量の推移 

加工・老廃スクラップの、発生源ごとに分類した場合の発生量の推移を図 2-14に示す。加工スクラ

ップの主な発生源は自動車であり、自動車生産における鋼材消費が加工スクラップの発生に大きく影

響する。また、老廃スクラップの主な発生源は建設部門で、建設部門で発生するスクラップは主にヘ

ビースクラップである。

 

出典：自動車部門の加工スクラップ発生量は日鉄総研推計、その他は鉄源年報のデータを引用 

図 2- 14 部門別スクラップ発生量の推移（単位：万トン） 

 

等級別スクラップの発生量の推移を図 2-15に示す。スクラップの等級比率はほぼ一定で推移して

いるものの、ヘビー（その他）の比率がやや上昇傾向にある。ヘビー（その他）は H2以下の薄手の

スクラップを指す。 

出典：鉄源年報データより日鉄総研作成 

図 2- 15 等級別スクラップの発生量の推移（単位：万トン） 
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（３）輸出入の状況 

スクラップの品種別輸出量を図 2-16 に示す。スクラップの国内消費量が頭打ちとなり、輸出量は増

加傾向にある。2020 年（暦年）のスクラップ（HSコード 7204 の合計）輸出量は 938万 t（前年比

22.4％増）であった。スクラップ輸出量の増加に伴い、加工スクラップである切削・打抜スクラップ

の輸出量も前年比 7.3％増の 167万 tと増加傾向にある。 

 

出典：財務省 貿易統計 

図 2- 16 日本の鉄スクラップ輸出の推移（単位：万トン） 

 

主な輸出先は韓国で、次にベトナム、台湾が続く。2021 年からは中国がスクラップの輸入規制を見

直し、政府規格に適合するスクラップを「再生鋼鉄原料」として自由に輸入することが可能となったた

め、中国向けのスクラップ輸出が再開している。 

日本のスクラップ輸入量は輸出量に比べて少なく、2020 年の輸入量は 4.8 万 t であった。主にアメ

リカ、韓国からの輸入が多く、品目はステンレス鋼スクラップ（7204.21-1000）またはその他スクラッ

プ（7204.49-000）が多い。 

 

 

２－４．日本のスクラップ需給の予測（2030 年、2050年） 

本調査では、内部スクラップ、加工スクラップ、老廃スクラップの 3種類のスクラップについて将来

の発生予測を行った。鉄源年報の考え方を踏まえると、これらのスクラップ発生量は、国内での粗鋼生

産量や鋼材消費量に連動しているため、将来の粗鋼生産量や鋼材消費利用について、高位シナリオ（現

状維持）、中位シナリオ（第 6次エネルギー基本計画の前提とされる生産量）、低位シナリオ（輸出大幅

減）の 3つのシナリオを立て、シナリオごとに発生量予測を行った。なお、今回の予測はいずれも年度

でのデータを採用している。 
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（１） 粗鋼生産量シナリオ 

 

2030 年、2050 年のスクラップ発生量の将来予測に当たり、以下の 3 つの鋼材生産量のシナリオを設

定した。 

・高位シナリオ：自動車、鋼材輸出競争力を現状のまま維持できるシナリオ 

・中位シナリオ：2030 年の粗鋼生産量が 9000 万トン（第 6 次エネルギー基本計画の前提とされる生産

量）となるシナリオ 

・低位シナリオ：自動車、鋼材輸出競争力が大幅に減少するシナリオ 

表 2-3にそれぞれのシナリオの前提を整理する。 

 

表 2-3 粗鋼生産量シナリオの前提整理 

 高（現状維持） 中（エネ基） 低（輸出大幅減） 

国
内
向
先
鋼
材
出
荷
量 

建築・土木 人口と同率で減少 人口と同率で減少 人口と同率で減少 

自動車（国内向） 
一人当たり生産台数、一

台あたり鋼材使用量維持 

一人当たり生産台数維持 

一台当たり鋼材使用量減

少 

一人当たり生産台数、一

台当たり鋼材使用量とも

に減少 

自動車（輸出向） 

輸出台数現状並み 

一台当たり鋼材使用量現

状並み 

2050年に 3割減 

直線的に減少 

2050年にゼロ 

直線的に減少 

産機 現状維持 現状維持 現状維持 

船 現状維持 現状維持 現状維持 

その他 人口と同率で減少 人口と同率で減少 人口と同率で減少 

鋼材輸出 現状並み 
2050年に 3割減 

直線的に減少 

2050年にゼロ 

直線的に減少 

 

表 2-4にそれぞれのシナリオにおける部門別鋼材消費量（国内）、輸出量、鋼材消費量（国内鋼材消費

量の合計＋輸出量）、および粗鋼生産量の値を示す。 

 

表 2-4 各シナリオにおける鋼材消費量と粗鋼生産量（単位：万トン） 
 

2019 高位 中位 低位 

実績 2030 2050 2030 2050 2030 2050 

建築・土木 2,080 1,969 1,685 1,969 1,685 1,969 1,685 

自動車（国内） 892 844 722 784 578 728 462 
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自動車（輸出） 895 895 895 799 626 577 0 

産機 725 725 725 725 725 725 725 

船 425 425 425 425 425 425 425 

その他 907 858 735 858 735 858 735 

輸出 3,521 3,521 3,521 3,146 2,465 2,271 0 

鋼材消費 9,445 9,237 8,707 8,707 7,238 7,554 4,031 

粗鋼生産 9,843 9,600 9,049 9,049 7,522 7,851 4,190 

粗鋼対 2019 差 -2% -8% -8% -24% -20% -57% 

出典：2019年度実績部分のみ粗鋼生産量については経済産業省「鉄鋼・非鉄金属・金属製品統計月報」、 

鋼材消費量内訳については日本鉄鋼連盟データより日鉄総研作成 

 

（２）スクラップ発生量予測の考え方 

表 2-5 各種スクラップ発生量将来推計の考え方 

種類 考え方 

内部 
内部スクラップ＝粗鋼生産量×内部スクラップ発生率 

内部スクラップ発生率：13.53％（2019年度実績） 

加工 

加工スクラップ＝部門別加工スクラップ発生量の合計（自動車、建材他） 

部門別加工スクラップ発生量＝部門別鉄鋼加工量×部門別加工スクラップ出荷率 

部門別鉄鋼加工量＝部門別鋼材消費量（普特）＋部門別鋳物銑鉄生産量 

部門別加工スクラップ出荷率は 2014 年度日本鉄源協会「加工スクラップ発生実態調

査」による 

老廃 

老廃＝鉄鋼蓄積量×老廃スクラップ発生率 

鉄鋼蓄積量は 2020年以降、毎年 891万トン（2003年から 2019 年の蓄積量増分の年

平均）のペースで増加すると仮定。 

 

鉄鋼蓄積量：2030年 15.0億トン、2050年 16.8億トン 

老廃スクラップ発生率：2030 年 1.56％、2050 年 1.11％（過去傾向から外挿） 

 

内部スクラップは製鉄所の生産段階で発生するスクラップであるため、図 2-17に示す通り、粗鋼生

産に連動して推移している。 
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出典：経済産業省「鉄鋼・非鉄金属・金属製品統計月報」「生産動態統計月報」を基に日鉄総研作図 

図 2- 17 粗鋼生産量と内部スクラップ発生量の実績推移 

 
 

内部スクラップの発生率は 11.8～13.5％で推移しており、2000年以降上昇傾向にある。熱延比率増

加や多品種小ロット化等のプロダクトミックスの変化に伴う歩留まりの悪化が一因と考えられる。例

えば図 2-18 では、普通鋼鋼材の品種別生産量推移において、熱延薄板類の比率が増加傾向にあること

が示されている。 

 

 

出典：鉄鋼統計要覧データを基に日鉄総研算出 

図 2- 18 普通鋼鋼材主要品種別生産量推移(%) 
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このような傾向から、発生量の将来予測に当たっては、最新の実績である 13.53%を対粗鋼生産量内部

スクラップ発生率として採用した。 

 

加工スクラップについては、各シナリオにおける部門別鉄鋼加工量に最新の部門別加工スクラップ出

荷率（出典：2014 年度日本鉄源協会「加工スクラップ発生実態調査」）をかけることにより、各部門か

ら発生する加工スクラップの量を予測し、その合計を加工スクラップ発生量として推計した。 

 

老廃スクラップの発生量については、鉄鋼蓄積量に老廃スクラップ発生率をかけることで推計した。 

 

鉄鋼蓄積量の推移については、一人当たり鉄鋼蓄積量が 10トンを超えた 2003 年から 2019 年の 17年

間に増加したペースが将来も維持されると想定し、毎年 891万トン鉄鋼蓄積が増加していくと仮定した。 

 

老廃スクラップ発生率の将来推移については、過去の鉄鋼蓄積量に対するスクラップ発生率の関係

から得られた指数回帰曲線を用いて予測した。図 2-19に示すように、鉄鋼蓄積量の増加に伴い、それ

に老廃スクラップの発生率は徐々に低下傾向にある。特に今回は 2000 年以降～2019年までのデータの

うち、スクラップ価格の高騰によりスクラップ回収率が高騰した 2006 年、2007年のデータを外れ値と

して除外したデータを用いて、図 2-20の指数回帰曲線が得られた。指数回帰を選択した理由として

は、鉄鋼蓄積量の増加に伴い老廃スクラップ発生率は減少するもゼロになることはないと考えられた

ためと、指数回帰による一番高い決定係数（R2）が得られたため。なお、本推計においては、過去実

績におけるその他（未分類）は老廃スクラップ発生量に含有されるとして老廃スクラップ発生率を計

算した。 

 

 

出典：鉄源協会データを基に日鉄総研作図 

図 2- 19 鉄鋼蓄積量と老廃スクラップ発生率の推移（単位：万トン） 
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出典：鉄源協会データを基に日鉄総研作図 

図 2- 20 鉄鋼蓄積量に対する老廃スクラップ発生率の指数回帰曲線 

 

（３）スクラップ発生量予測結果 

 

2030 年及び 2050 年のスクラップ発生量予測の結果の概要を表 2-6 に示す。参考として、それぞれの

シナリオにおける粗鋼生産量も同表に示す。 

表 2-6 スクラップ発生量予測結果概要（単位：万トン） 

 
（実績） 高位 中位 低位 

2019 2030 2050 2030 2050 2030 2050 

内部スクラップ発生量 1,332 1,299 1,225 1,225 1,018 1,062 567 

加工スクラップ発生量 781 746 688 708 586 639 402 

老廃スクラップ発生量 2,401 2,342 1,865 2,342 1,865 2,342 1,865 

その他（未分類） 166             

合計 4,680 4,388 3,778 4,275 3,469 4,044 2,834 

粗鋼生産量（参考） 9,843 9,600 9,049 9,049 7,522 7,851 4,190 

出典：2019年度実績は鉄源年報より。推計は日鉄総研作成。 

 

同様の結果を、図 2-21のグラフに示す。粗鋼生産量のシナリオによって、スクラップ発生量の予測

に差が出てくることがわかる。また、いずれのシナリオにおいても、スクラップ発生量は 2019 年度を

下回っている。 
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出典：2019年度実績は鉄源年報より。推計は日鉄総研作成 

図 2- 21 2030年、2050年のスクラップ発生量予測（単位：万トン） 

 

2030 年のスクラップ発生量は、高位シナリオで 4,388 万トン、中位シナリオで 4275 万トン、低位シ

ナリオで 4044万トンであった。2030 年の段階では、一番低い結果となった低位シナリオでも、2019年

度比 636万トン減（14％減）であるのに対し、2050 年度には予測の差が広がり、高位シナリオでは 2019

年度比 900万トン減（19％減）、低位シナリオでは 1846 万トン減（39％減）という結果となった。 

 

スクラップ発生量の内訳を見ていくと、シナリオ別のスクラップ発生量の予測の差が、内部スクラッ

プと加工スクラップの発生量の減少率の差によるものであることがわかる。内部スクラップの発生量は

粗鋼生産量に連動しているため、必然的に想定粗鋼生産量が多い高位シナリオでは一番高く、低位シナ

リオでは一番低い結果となった。加工スクラップ発生量についても、鋼材加工量に連動しているため、

鋼材加工量が多く想定されている高位シナリオで一番高く、低位シナリオで一番低い結果となった。老

廃スクラップ発生量については、鉄鋼蓄積量の増加傾向を全てのシナリオで同等と見ているため、シナ

リオによる結果の差異はない。これは、各シナリオにおける生産量の差異のほぼ全量が輸出向け鋼材の

生産量の差異であり、国内における鉄鋼蓄積量の増加量についてはほぼ同等と見られることと矛盾しな

い結果となっている。 

 

いずれのシナリオにおいても、内部スクラップおよび加工スクラップの発生量は低下していくと想定

され、高級鋼製造においても品質にばらつきのある老廃スクラップを使いこなすことが重要となること

が想定される。 

 

参考として、過去の各種スクラップ発生量の推移および 2050 年に向けた各シナリオの発生量予測の

推移を図 2-22、図 2-23、図 2-24 に示す。 
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出典：2019年度以前の実績は鉄源年報より。推計は日鉄総研作成。 

図 2- 22 スクラップ発生量推移（高位シナリオ）単位：万トン 

 

 

出典：2019年度以前の実績は鉄源年報より。推計は日鉄総研作成。 

図 2- 23 スクラップ発生量推移（中位シナリオ）単位：万トン 

 

 
出典：2019年度以前の実績は鉄源年報より。推計は日鉄総研作成。 

図 2- 24 スクラップ発生量推移（低位シナリオ）単位：万トン 
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（４）スクラップ消費とのバランスの考察 

 

上述のスクラップ発生量予測結果に対して、国内のスクラップ消費量はどの程度となるのか、複数の

仮定をおいて推計を行った。推計の考え方を表 2-7に整理する。 

表 2-7 スクラップ消費量将来推計の考え方 

消費部門 考え方 

転炉 

転炉スクラップ消費＝転炉粗鋼生産量×転炉スクラップ消費原単位 

転炉粗鋼生産量 = 粗鋼生産量－電炉粗鋼生産量 

転炉スクラップ消費原単位＝20% （2019 年の 11.9％から、将来 CO2対応ニーズによ

り 20％まで上昇すると想定） 

電炉 

電炉スクラップ消費量＝電炉粗鋼生産量×電炉スクラップ消費原単位 

電炉粗鋼生産量＝普通鋼電炉粗鋼生産量＋特殊鋼電炉粗鋼生産量 

普通鋼電炉粗鋼生産量：各シナリオの建築・土木部門の鋼材消費量に連動 

特殊鋼電炉粗鋼生産量：各シナリオの自動車部門の鋼材消費量に連動 

電炉スクラップ消費原単位：101％（2015～2019年度実績平均） 

鋳物 

鋳物スクラップ消費量＝鋳物生産量×鋳物スクラップ消費原単位 

鋳物生産量：各シナリオの粗鋼生産量に連動 

鋳物スクラップ消費原単位：137%（2015～2019年度実績平均） 

その他 各シナリオの粗鋼生産量に連動 

新設電炉 

新設電炉スクラップ消費量＝新設電炉粗鋼生産量×電炉スクラップ消費原単位 

新設電炉粗鋼生産量：2030年度 776万トン、2050年度 1,176万トンと想定 

電炉スクラップ消費原単位：101％（2015～2019年度実績平均） 

 

上述の前提を置いた場合の 2030 年度、2050 年度における転炉、電炉、鋳物、新設電炉による生産量

の内訳は表 2-8の通りとなる。 

表 2-8 スクラップ消費量予測における生産量の想定（単位：万トン） 

 2019 高位 中位 低位 

 実績 2030 2050 2030 2050 2030 2050 

転炉 7,490 6,578 5,900 6,089 4,537 5,001 1,498 

電炉 2,353 2,246 1,972 2,184 1,809 2,074 1,515 

（普通鋼電炉） 1,645 1,557 1,332 1,557 1,332 1,557 1,332 

（特殊鋼電炉） 707 688 640 627 477 517 183 

新設電炉 0 776 1,176 776 1,176 776 1,176 
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粗鋼生産量 9,843 9,600 9,049 9,049 7,522 7,851 4,190 

鋳物 350 341 321 321 267 279 149 

出典：2019年度実績は鉄源年報より。推計は日鉄総研作成。 

 

上述の前提で推計した 2030年、2050 年のスクラップ消費量推定結果を表 2-9にまとめる。 

表 2-9 スクラップ消費量推定結果（単位：万トン） 

 2019年度 高位 中位 低位 

 実績 2030 2050 2030 2050 2030 2050 

転炉 889 1,316 1,180 1,218 907 1,000 300 

電炉 2,368 2,275 1,998 2,213 1,833 2,101 1,535 

鋳物 486 466 439 439 365 381 203 

その他 108 70 66 66 55 57 31 

輸出 829 0 0 0 0 0 0 

新設電炉 0 786 1,191 786 1,191 786 1,191 

消費計 4,680 4,913 4,875 4,722 4,351 4,326 3,260 

発生計 4,680 4,388 3,778 4,275 3,469 4,044 2,834 

発生－消費  -525 -1,097 -447 -882 -282 -426 

出典：2019年度実績は鉄源年報より。推計は日鉄総研作成。 

 

表 2-7 のような前提を置くと、全てのシナリオにおいて、2030 年度、2050 年度ともにスクラップ消

費量が発生を上回る結果となった。この場合、国内発生量では需要を賄うことができないため、スクラ

ップの輸入が必要となることが考えられる。ただし、表 2-7の前提では、転炉のスクラップ消費原単位

が現在の 12％から 20％まで増加すること、新設電炉のスクラップ消費原単位は現状の電炉並みと想定

しており、DRI 等スクラップ以外の鉄源の活用については織り込まれていない点、留意が必要である。

図 2-25にスクラップ消費量推計結果と、比較のためにスクラップ発生総量推計値をグラフで表示する。 
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出典：2019年度実績は鉄源年報より。推計は日鉄総研作成。 

図 2- 25 スクラップ消費量推計結果（単位：万トン） 

 

２－５．日本におけるスクラップ需給並びに高品位化の方向性に関する総括 

従来転炉で生産されていた高級鋼を電炉での生産にシフトするという、一貫製鉄メーカーの長期戦

略が、昨年相次いで公表された。電炉における高級鋼製造の実現に向けては、前述のスクラップに混

入されるトランプエレメントの問題と、将来に向けたスクラップの需給バランスについて検討する

必要がある。 

将来の粗鋼生産量や国内鋼材消費量については、第 6 次エネルギー基本計画の前提となった 2030

年粗鋼生産量を 9000 万 tとする「基本（中位）シナリオ」に加え、将来にわたり現在の我が国製造

業の国際競争力が維持されるものとする「高位シナリオ」、2050年に自動車および鋼材の輸出がなく

なる「低位シナリオ」の３つのシナリオを設定した。それぞれのシナリオにおけるスクラップ発生量

を試算した結果、いずれのシナリオにおいてもスクラップ発生量は現状を下回るという結論を得た。 

スクラップ需要側については、上記 3シナリオに対して、さらに、鉄鋼各社の公表ベースでの電炉

化の進展と、温暖化対策強化のための転炉でのスクラップ最大利用を加味して試算を行った。その結

果、いずれのシナリオにおいても、スクラップ発生量を超える需要が想定された。将来はスクラップ

輸出余力がなくなることに加え、さらにスクラップまたは直接還元鉄等の輸入が必要になると考え

られる。 

スクラップの品位に関しては、電炉における高級鋼製造ニーズに応えるべく、高品位化が求められ

る。それを実現するためには、スクラップの回収、加工段階での分別強化が必要となる。なお、本調

査における高品位スクラップとは、市中で一般的に高級スクラップと呼称されるスクラップ（新断、

ＨＳ）ではなく、高級鋼製造に適したスクラップ（不純物混入の少ないスクラップに加え、高度な加

工や分別によって不純物混入割合を保証できるスクラップ。シュレッダーも含む）となる。今回の加
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工事業者等からの聞き取り調査の結果、シュレッダーでの破砕サイズの小粒化、ギロチンシャーでの

切断長の短尺化により、不純物分離性が改善されるとの感触を得た。しかし、これらのオペレーショ

ンには、生産性の低下やコストの上昇を伴うため、加工能力拡大のための支援やコスト上昇に見合っ

た価格プレミアムの付与が必要となると考えられ、政策的な支援として、こういった高度マテリアル

リサイクル事業に対する設備投資、実証事業などへの補助は効果的と考えられる。また、トランプエ

レメントは、混入率の多寡のみならず、ばらつきや予測精度なども重要な評価項目となる。このため、

特に高級鋼製造を目指す製鉄会社においては、信頼できる事業者とのひも付き契約や、調達源の囲い

込みなども想定される。 

 

 

参考文献 

 

[10]国際会議情報：産業機械工業会（JSIM)の海外レポート 2011 年 IARC（International Automobile 

Recycling Congress 2011)における報告に関する記事。 
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３．中国におけるスクラップの需給見通しに関する調査 

３－１．中国におけるスクラップの発生とハンドリング状況 

（１）中国の電炉操業状況 

① 中国の電炉操業の実態 

中国政府は、2025 年に電炉粗鋼生産量比率

15％以上を目指すとしているが、足元は 10％程

度である。2017年に地条鋼が淘汰され、2018年

に電炉粗鋼生産量が急増したが、鉄スクラップ

価格が上昇し、電力料金も高いことから、2020

年の電炉鋼生産は転炉鋼ほどは伸びなかった。

ゆえに、地条鋼企業が消費していたスクラップ

は高炉一貫製鉄所で溶銑を配合して消費され

ていたことが示唆される。 

地条鋼とは、成分調整などを行わず、単に鉄を

溶かして固めただけの低品質の鋼材を指す。ス

クラップ電気溶解法の 1 つに IF 炉（Induction furnace：中周波炉）があるが、2010 年前半、中国で

鉄源を持たないリロールメーカーが中周波 IF炉でスクラップを溶解し、鉄製品を生産するようになり、

その生産規模は 1億 tを超えると言われた。しかし、一部の企業が品質不良問題を出しことから、中国

政府は中周波炉を持っている企業を「地条鋼」企業と位置付け、2017 年上期までに淘汰した。しかし、

実態は多くの旧地条鋼企業は電炉を導入し復活している。 

2021 年の中国の電炉能力は 1.89 億ｔで、そのうち独立電炉の能力は 1.1 億ｔを占める。中国では多

くの高炉メーカーが電炉を保有しており（表 3-1）、コスト低減のため溶銑を配合して電炉を操業してい

る。中国の電炉では主に AC炉（Alternating Current：交流電気炉）が採用されおり（図 3-2）、経験則

的に、溶銑 35％：スクラップ 65％の操業が AC炉のフリッカーの問題も解消でされるため、安定性が高

いといわれているが、実態は溶銑比率が 80％に達するところも存在する（表 3-2）。 

 

表 3-1 中国の電炉能力上位 10社（2021 年 11月時点） 

 

＊報道によると、2020年末時点の中国の電炉能力は 1億 7,375万 t 

出典：各種情報より日鉄総研作成 

出典：各種情報より日鉄総研作成 
図 3-1 中国の電炉粗鋼生産量と電炉比率の推移 
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出典：各種情報より日鉄総研作成 

 

※集計時期 2017年 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：各種情報を基に日鉄総研作成 

 

 

② 中国の電炉ミニミル導入状況 

ミニミルは米国発祥で電炉ミニミル（CSP1）が出発点となっており、ミニミルプロセスの上工程は基

本的に電炉である。主原料がスクラップのため、トランプエレメント等の原料的制約があることから、

主要な製品は棒線などである。中国では製造工程が省略できるというミニミルのメリットに着目し、

海外からミニミルを導入を開始したが、ミニミルを導入する際、高級鋼を製造することを目的として、

高炉一貫製鉄所にて転炉ミニミルを導入し、その後高級鋼製造を実現した。例えば、武鋼の CSP では

無方向性電磁鋼板や自動車用鋼を量産化している。 

現状、中国では CSP や ESP2など、主に海外のミニミル設備を導入しており、上工程は高炉・転炉プ

ロセスが主流であるため、高級鋼製造が可能である。一方、2018 年以降は主に民営の独立系電炉製鋼

企業で電炉ミニミルも導入されてきており（表 3-3）、スクラップ 100 ％で操業する独立系電炉におけ

る高級鋼製造にはトランプエレメントの問題解決が必要となる。 

                                                   
1 鋳造、加熱、圧延を組み合わせた単一の製造ラインでホットストリップを製造する。SMS社が開発。 
2 鋳造と圧延を直結した鋳造圧延連続プロセス（エンドレスモード）でホットストリップを製造する。

Arvedi 社が開発。 

表 3-2 中国各社の溶銑配合率と電力消費 

図 3-2 中国の AC炉、DC炉基数 
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表 3-3 中国における独立電炉のミニミル納入実績 

 

出典：報道情報を基に日鉄総研作成 

 

③ 中国の電炉建設の政策と実態 

中国政府としては、電炉鋼発展はスクラップを使用することを前提としており、環境対策や脱カー

ボンという観点から、棒鋼や線材のようにスクラップ 100％で生産できるものは、電炉でスクラップを

使用すべきとの考えを示している。また、政策として電炉建設を推奨しているが、転炉から電炉への能

力置換による電炉建設は、焼結機・コークス炉などの高炉・転炉プロセス関連設備を完全に撤廃する必

要があり、また、コスト（スクラップ、電極等の副資材、昼間の電気代など）が高いため、なかなか踏

み切れず、電炉への置換はハードル高いものとなっている。 

 一方、鉄スクラップの発生量が比較的多い地域（華東、中南）や水力発電が豊富な四川省においては

電炉導入が進められている（図 3-3）。 

 

図 3-3 中国の電炉生産能力分布と電炉建設状況 

 

 
出典：各種情報より日鉄総研作成 
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④ 今後の予測 

 足元の電炉粗鋼生産量比率は 10％程度であるが、中国政府としては、2025 年に電炉比率 15％以上を

目指しており、それが可能であるのかを考察する。ここで、電炉稼働率を 80％と仮定したが、これは『3

－1.（1）①中国の電炉操業の実態』でも述べたように、電炉能力 1.89 億ｔのうち約半分が独立系電炉

であり、電炉稼働率は高炉一貫での電炉で 100％、中国の各種報道によると独立系電炉で 60％前後であ

るため、その間の 80％と仮定した。 

2025 年の粗鋼生産量を 10 億 t と仮定した場合、電炉比率 15％（1.5 億ｔ）を達成するためには、電

炉稼働率 80％の場合、2025 年に電炉能力 2 億 t が必要であるが、現状約 1.9 億ｔのためほぼ現状の電

炉能力で達成することが可能である。一方、電炉比率 20％（2億ｔ）を生産するためには、電炉稼働率

80％の場合、電炉能力は 2.5 億 t必要となる。現状約 1.9億ｔの能力しかないため、2025年までにあと

0.6 億ｔの能力増強が必要となり、単に電炉能力の新規増強だけではなく、高炉・転炉から電炉への置

換が必要である。 

 

表 3-4 中国の電炉新増設・淘汰状況（万ｔ） 

 

出典：各種情報より日鉄総研で整理 

 

 

（２）中国のスクラップ発生と活用状況 

①スクラップの発生量と消費量 

2020 年の鉄スクラップ発生量は 2.6 億ｔである

が、そのうち、内部スクラップ量は約 6,000万ｔ、

市中スクラップ量が約 2億ｔである。また、鉄鋼業

における鉄スクラップ消費量は 2.3億ｔで、残りの

3,000万 tは鋳物用で消費されている。なお、2018

年～2020 年にスクラップが禁輸であったため、輸

入分のスクラップは含まれていない。 

 

出典：各種データより日鉄総研作成 

 

 

スクラップの三大発生地域としては、渤海湾、長江デルタ、珠江デルタ地区の大都市圏で、大型鉄鋼

企業が集中している渤海湾、長江デルタ地区で消費している。 

渤海沿岸地区では、遼寧省、河北省、天津市、内モンゴル自治区などの省と市が含まれる。このエリ

出典：各種情報より日鉄総研で作成 

図 3-4 電炉能力実績と所用能力予測 

図 3-5 中国における鉄スクラップ発生量と消費量 
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アには、国内準大手の鉄鋼メーカーの河北鋼鉄、鞍鋼

集団及び唐山地区所在の多くの民営鉄鋼メーカーら

が集中しているため、鉄スクラップの大量発生地域で

あり、大量消費地域でもある。 

長江デルタ地区江は、蘇省南部を中心に、江蘇省、

浙江省、山東省、上海市などの省と市が含まれる。こ

のエリアには、中国最大手の鉄鋼メーカーの宝武鋼

鉄、沙鋼集団、馬鋼集団と、最多の鉄スクラップ回収

業者が集中している。 

珠江デルタ地区は、広東省、広西省、福建省が含ま

れる。このエリアは中国で経済が最も発展している地

域であり、鉄スクラップ資源の発生量が多い。域内に

大型製鉄所がないことから、スクラップ資源が余剰で

あり、通常、長江デルタ地区の鉄鋼メーカーへ供給している。 

上記沿海の大都市圏に加え、四川省や重慶市もスクラップ発生量、消費量が多い地域である。四川省

ではもともと、原料や製品の輸送に際し、沿海から内陸への輸送費がかかるため、地場発生のスクラッ

プを使って電炉（中周波誘導炉）を操業してきた歴史がある。また、四川省や重慶市では自動車メーカ

ーも多数存在するため（表 3-5）、加工スクラップも大量発生する。さらに、鞍鋼集団（攀鋼）、宝武集

団（重慶鋼鉄、昆明鋼鉄など）などの大型鉄鋼企業も存在することから（内部スクラップ・自社消費）、

四川省や重慶市もスクラップの大量発生・消費地域の一つとなっている。 

 

表 3-5 西南地域の自動車メーカー 

  

出典：各種情報より日鉄総研作成 

 

②製鋼プロセス別スクラップ消費 

転炉・電炉の両方でスクラップ消費量は 2017 年以降上昇傾向となっている。プロセス別にみてみる

図 3-6 地域別スクラップ発生分布 

出典：各種情報より日鉄総研作成 
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と、転炉でのスクラップ消費割合が多い。プロセス別のスクラップ装入比率は、転炉で 15％、電炉で

60％となっており、製鋼スクラップ比率は約 20％である。 

 

表 3-6 高炉一貫製鉄所における鉄鋼プロセス別鉄スクラップ使用量（2011～2019年） 

 

出典：各種情報より日鉄総研作成 

 

３－２．スクラップ産業の現状と政策動向 

（1）スクラップ産業の現状 

①スクラップ事業者 

2012年 9月に工信部が「鉄スクラップ加工業参入基準」を発布したが、スクラップ業界の管理をさら

に強化するために 2016 年末に同基準の改定を行った。現行の基準は、業界発展の現状に基づき参入す

る鉄スクラップ事業者に対し、8 項目（土地確保、環境保全、省エネ・廃棄物の排出削減、安全生産、

設備体制、製品品質、加工能力、エネルギー消耗）の基準を設けた。主な内容は図 3－7参照。 

 

出典：各種情報より日鉄総研作成 

図 3-7 参入許可基準 

2021年現在、中国の資源リサイクル業者は 9万社以上、スクラップ事業者（加工拠点）は 6万か所以

上存在し、総加工能力は 4.1 億ｔあり、小規模スクラップ加工処理事業者が散在している。2020 年末時

点での参入基準許可企業の総加工能力は 1.3億ｔあるが、基準を満たしている企業だけでは加工能力が
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不足しているのが現状である。今後スクラップ発生量がさらに増加するため、加工能力増が必須である。 

2020 年のスクラップ発生量は 2.6 億 tで、うち 10％の 0.26億ｔが鋳物用とすると、鉄鋼用は約 2.3

億ｔ。ゆえに、認可すべき不足分の能力は約 1億ｔ（鉄鋼用スクラップ：2.3億ｔ－認可企業加工能力：

1.3 億ｔ）となる。 

2021年は 113社が参入基準をクリアし（計 39社が取消）、2021年現在で参入基準許可企業は合計 584

社ある（図 3-8）。スクラップ加工処理事業者は、スクラップ発生地域と同様に東部地域に集中している

（表 3-7）。 

 

図 3-8 2013-2021年参入認可スクラップ事業者数 

出典：各種情報を基に日鉄総研作成 

 

中国におけるスクラップ加工処理事業者の発展傾向としては、大型高炉メーカーがスクラップ加工・

配送整備を早期に着手してきた（図 3-9）。高炉メーカーが自社でスクラップ加工・配送整備し、スクラ

ップを消費することで、安定供給に加え自社加工によりスクラップコストを下げていることが示唆され

る。 

 

図 3-9 スクラップ加工処理事業者の発展傾向 

出典：各種情報より日鉄総研作成 

 

 中国のスクラップ事業者の課題として挙げられるのが、中国のスクラップ回収・加工企業は小規模

企業が多く、産業の集約度が低いことである。一部の大手企業は比較的高い設備と技術レベルを持って

いるが、全体的には加工処理技術が低レベルである（参入基準未達の企業が大多数）。また、中国のスク

ラップ加工拠点は 6万か所以上存在し、総加工能力は約 4.1億ｔあるが、それらの膨大な数の中小企業

表 3-7 認可スクラップ事業者の地域別分布（2021年時点） 
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を取りまとめる大手企業が必要であり、スクラップ加工、流通システムを構築していかなければならな

い（スクラップの回収/加工/配送/利用の一体化を推進）。 

以上のように、中国のスクラップ産業システムは不完全なため、電子商取引（e コマース）などを活

用することでスクラップ流通（販売ルート）を向上させる必要がある。 

 

② 廃棄自動車リサイクル 

廃棄自動車の回収業者については資格認証制度を実施している。また、5 大アッセンブリ部品の再利

用が禁止されていたが、資源節約と環境保護の観点から、2019年 6月に国務院が「廃棄自動車回収管理

法」を正式に発表し、廃車の 5大アッセンブリ部品の再利用制限が解除された。安全性が確認できたも

のは再利用し、日本のような精緻なリサイクルをせず、中古製品をリユースする動きになっている。 

 

表 3-8 中国の自動車リサイクルに関する主な法案 

 

出典：各種情報より日鉄総研作成 

 

③ スクラップ加工設備 

 中国の鉄スクラップ加工方法は、主にガス

切断、剪断、圧縮梱包機、シュレッダーがあ

る（表 3-9）。アメリカや欧州には 1万馬力の

シュレッダーがあり、中国にも 1万馬力のシ

ュレッダーが設置されている。一方、現在の

日本の大型シュレッダーの平均は 1,200馬力

であり、日本には 1万馬力のシュレッダーは

ない。 

出典：各種情報を基に日鉄総研作成 

（２） スクラップ関連政策動向 

①税制上の課題 

 税制の変化を図 3-10に示す。かつては、廃棄物回収経営会社が回収した廃棄物を販売する際、増値税

3が免税されていたが、2008 年から増値税免税が取り消されることになった。一般納税人 4は、2009年は

                                                   
3 増値税とは日本の消費税に相当する付加価値税のこと 
4 一般納税人とは年間売上が 500 万元を超える企業を指し、500 万元以下は小規模企業に分類され

る。 

表 3-9 スクラップ加工設備 
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増値税 17%納付後、70％の還付を受けられたが、その後、次第に還付率や還付対象企業が制限され、2010

年は増値税 17%納付後に 50％の還付、2015年には一般納税人で「スクラップ加工業界の加入条件」を満

たす企業のみ 30％の増値税還付を受けることが可能となった。 

 これまで、従来営業税+増値税により、二重課税（仕入れ控除が出来なかった）となっていたが、営業

税を廃止し、中国全土で増値税で一本化することによって税負担の軽減を実現した（2012年より段階的

に実施し、2016 年 5 月 1 日より施行された）。営業税が増値税に移行したことから、建築業が鉄鋼会社

に対し増値税伝票を求めるようになり、増値税を逃れていた地条鋼に対する打撃となり、地条鋼の撲滅

を促進する結果となった。 

 

図 3-10 中国スクラップ産業に関する税制の変化 

出典：中国政策動向より日鉄総研作成 

 

 税制に関連したスクラップ加工処理事業者の 4大問題を図 3-11にまとめた。1つ目に、スクラップ回

収企業の大部分が（仕入れ控除できる）増値税伝票を入手できないことである。伝票（発票）5には専用

伝票と普通伝票の二種類あるが、小規模企業は仕入れ控除がきかない普通伝票のみしか発行できず、ス

クラップ回収事業者の多くは経営規模が小規模な企業が散在している。2 つ目に、企業が税制優遇政策

を享受するためのハードルが高いことである。国家財税【2015】78号文によると、工業信息部がスクラ

ップ加工処理事業者として認定した企業は増値税の還付が 30％受けられるとの優遇政策がある。しかし

ながらその認定を受けるためには煩雑な手続きが必要である。3 つ目に、増値税伝票の信憑性である。

下流企業が受け取る（上流企業の）増値税伝票が合法的な専用伝票なのか、期日や金額が正しいものか

どうかというリスクがある。もし増値税伝票が虚偽のものでそれを仕入れ控除で使用した場合で税務検

査で発覚した場合は、上流企業だけでなく下流企業も連帯責任を問われる。（軽い場合で増値税伝票の

発行停止、重い場合は公安当局に送られ刑事案件として立件）。4つ目は、加工企業の税制優遇が回収企

業（正規企業）まで行き渡らず、再生資源業界の税制優遇政策は、加工メーカーに対してのみ適用して

いることが問題となっている。 

                                                   
5 専用伝票は、主に有形製品に、普通伝票はサービス業（飲食、通信費等）に対して発行される。金額

が 100 万元未満は普通伝票、100－500 万元未満は専用か普通かを選択できる。 
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図 3-11 スクラップ加工処理事業者の 4大問題 

出典：各種情報より日鉄総研作成 

 

②スクラップ輸入に関する政策 

生態環境部、発展改革委員会、税関総署、商務部、及び工業部と情報化部が共同で、「再生鋼鉄原料

輸入の規範化に関する事項の公告」（公告 2020年第 78号）を公布した。2021 年 1月 1日より実施され

ている。鉄スクラップなど再生鋼鉄原料を中国に輸入するには、下記の要求を満たさなければならな

い。 

 

出典：中国政策動向より日鉄総研作成 

図 3-12 再生鋼鉄原料輸入規範 

 

中国ではかつて、雑品スクラップを輸入し、解体して銅を回収するという動きが 2000 年初めくらい

から展開したが、中国での解体時の水質汚染や土壌汚染問題などから、2018 年 12 月に輸入禁止になっ

た（国家標準「GB/ T4223-2017」）。その後、固定廃棄物（2018年 12月から輸入禁止）と切り離し、有

用な資源として活用するために名称をスクラップではなく『再生鋼鉄原料』と改め、新たな国家標準

（GB/T 39733-2020）として 2020 年末に制定し、2021年 1月より再生鋼鉄原料（高品位スクラップ）の

輸入が可能になった。以前のスクラップ標準と異なる点は、再生鋼鉄原料は鉄生産用の資源として直接
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炉（転炉、電炉等）に入れられる品質のものであり、分類、加工処理し、環境技術標準を満たすものを

指すと明確に定義された点である。また、加工方法や混入物・化学成分の定義や量に関しても規定され

ることになった（表 3-10）。再生鋼鉄原料国家標準の制定は、輸入スクラップに対する標準設定という

側面だけでなく、中国国内のスクラップ加工処理にも適用され、スクラップ全体の品質向上に資するも

のと位置づけられている。またスクラップ品質向上と利用の拡大を通じ、鉄鉱石依存が過度に高い状況

を緩和するということが目的の 1つとなっている。 

 しかしながら、新国家標準により再生鋼鉄原料（スクラップ）の輸入再開可能になったが、再生鋼鉄

原料に対する品質的な要求が高い（表 3-10 国家標準 GB/ T4223-2017 の品質的要求 10）。 

 

表 3-10 国家標準 GB/ T4223-2017の品質的要求 

 

出典：各種情報より日鉄総研作成 

 

国家標準には強制標準（GB）と推奨標準（GB/T）があるが、今回発表された新国家標準「GB/T 39733-

2020」は推奨標準であり、Tは推荐(tuijian)の略を意味する。今回発表された新国家標準「GB/T 39733-

2020」は、ヘビー、ミドル、ライト、シュレッダー、プレス梱包、合金、鋳鉄の 7種類から構成されて

おり、サイズ規定、混入物の範囲、加工方法並びに再生原料ソースが例示されている（表 3-10）。サイ

ズに関しては、長さ≦1500mm、幅≦600mm～1000mm、重量≦1500kg という範囲に統一されており、混入

物も 0.3～1.0％の範囲に集約されている。金属特性（Fe,Ni,Cr）や化学成分（P,S,Cu,As）規制に関し

ても詳細に規定されている。また、グレード毎にスクラップの写真が掲載されており、可視的に判断で

きるようになっている。 

 前述した通り、新国家標準「GB/T 39733-2020」でスクラップ基準について、成分も規定されている

が、スクラップ売買における成分表記に関して、輸出入スクラップと中国市場のそれぞれのスクラップ

について記述する。 

まず、輸出入スクラップに関しては、輸出側は、特定有害廃棄物等に該当しないことの証明書の提出

が必要であるが、成分表までは提出されていない模様である。輸入側（中国）も分類検査（大きさ）や

危険物検査などを実施しているが、成分測定まではされていない。 

 一方、中国市場のスクラップについて、加工スクラップに関しては、インターネットで販売されてお

り、そのグレードを表示し、写真付きで販売されている。老廃スクラップに関しては、恐らく成分測定

はせずに現物を確認して判断していると思われるが、実態は不明である。廃棄自動車の回収についても
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成分検査までは実施していないが、各部品ごとに回収している。 

  

（3）スクラップ輸出入動向 

① スクラップ輸入量 

中国は 2018 年までは雑品スクラップを輸入していたが、スクラップ禁輸により 2019～2020 年は急速

に減少した（図 3-13）。2021 年のスクラップ輸入は当初目標 50万 t/月に対し、2021年 1-5月実績は累

計で約 25 万 t のみであった（表 3-11）。主な輸入先は日本だが、2017 年まで日本から年間 200 万 t 程

度輸入していたスクラップは「雑品」であり、2021年 1月から高級スクラップに限って輸入を解禁した

が、今回再開された「再生鋼鉄原料」としての製鉄用スクラップは日本でも高品位資源として利用され、

輸出余力はない。加えて、中国の望む高品位スクラップは各国で需要増であるため、輸入による供給増

加は期待できない。ゆえに、国内のスクラップ流通システムの整備が急務となっている。 

 

図 3-13 スクラップ輸入量 

出典：各種情報を基に日鉄総研作成 

 

② スクラップ輸出量 

2017年、地条鋼の淘汰によりスクラップ輸

出量は増加したが、その後減少し、近年はほ

ぼ輸出せず、自国で発生スクラップを消費し

ている。輸出先は主にベトナムなど東南アジ

ア諸国であるが、輸出関税 40％、付加価値税

13％が課せられ、スクラップ輸出は国レベル

で制限されている 。 

 

 

                                                 

③ スクラップ価格 

2018年、固定廃棄物の輸入禁止に伴い、スクラップも禁輸対象となった。その結果、中国国内のスク

ラップは高騰し、海外スクラップ価格と乖離した。その後、2020年後半以降の世界のスクラップ価格は

概ね上昇し、海外の上昇率は中国よりも高くなった。 

2021 年現在、中国の 6mm を超える鉄スクラップの価格は 3,000 元/ｔ以上で、5 月中旬の最高価格は

4,000元/ｔ以上であったスクラップ資源不足が一因となり、2021年より「再生鋼鉄原料」の輸入を解禁

し、需要増＆鉄鉱石価格に連動して 10月まで高止まりしていたが、粗鋼減産に伴い 11月にスクラップ

表 3-11  スクラップ輸入先（2021年 1－5月） 

出典：各種情報を基に日鉄総研作成 

図 3-14 スクラップ輸出量 
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価格が下落した。その後、鉄スクラップの在庫減により購入価格が再び上昇傾向となった。 

 

３－３．2030 年、2050 年におけるスクラップ発生量の予測 

中国については今後鋼材需要が大きく変化し、粗鋼生産量も大幅に減少することに鑑み、マクロ的な

視点から粗鋼生産量やスクラップの発生量を予測する手法を採用した。 

粗鋼生産量については、2050 年までの中国の人口と鋼材消費量予測に基づいて、2050 年までの中国

の粗鋼生産量を予測した。この中で鋼材消費量については、1995 年以降の中国の粗鋼消費量が 40 年前

の日本の伸び方と酷似していることから、日本モデルを置いて中国の 2050年の鋼材消費量を予測した。 

スクラップ発生量に関しては、中国の各専門機関の予測データを参考にし、鉄鋼蓄積量の 2.0％で発

生すると設定してスクラップ発生量を試算した。設定根拠としては、今後中国の粗鋼生産量が減少する

と仮定すると、粗鋼生産量の減少に伴い、内部スクラップ及び加工スクラップは減少し、一方で、鉄鋼

蓄積量から発生する老廃スクラップの発生比率は上昇すること、及びスクラップ多消費地域の実情に鑑

み、スクラップ発生量を鉄鋼蓄積量の 2％と設定した。 

 

（１）人口、国内需要、粗鋼生産量予測 

① 人口予測 

2020年の中国の人口は 14.4億人であるが、国連の予

測によると 2050 年の中国の人口は高位推計で 15 億

人、中位推計で 14 億人、低位推計で 113 億人である

（表 3-12  中国の人口予測 2）。この予測に加え、中国

国内の各種報道や人口減少傾向から、2050 年には 13

億人まで減少すると予測した。 

 

② 国内需要 

2020 年の中国の一人当たりの鋼材消費量は、内需約 9 億 6 千万ｔ（表 3-13）、人口 14.4億人（表 3- 

12）から、約 665kg/人である。一方、欧米やロシアの消費量を見てみると、コロナの影響がない 2018年

で、米国や EU の大国では消費量は約 300kg/人（表 3-14）である。世界の各専門機関の 2050 年の粗鋼

生産量予想は 6～8 億ｔのため、2050 年の人口 13 億人と仮定すると、中国一人当たりのが 300kg/人ま

で減らない（表 3-15）。中国も将来的には一人当たりの鋼材消費量は国土が同程度の米国レベルに落ち

着くと予想されるが、各専門機関が予測する粗鋼生産量範囲（6～8億ｔ）では、2050 年時点ではまだ米

国と同じレベルにはならず、その数値まで落ち着くのは 2050 年よりもさらに先になると予想される。 

 

出典：各種情報を基に日鉄総研作成 

表 3-12  中国の人口予測 
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表 3-13 中国の鋼材内需・外需（2013－2020年） 

 
出典：各種情報を基に日鉄総研作成 

 

表 3-14 米国、EUの一人当たりの見かけ消費量 

 

出典：各種情報を基に日鉄総研作成 

出典：日鉄総研作成 

③ 粗鋼生産量予測 

1995年以降の中国の粗鋼見かけ消費量推移を 40年前の日本の推移と比較すると、1995 年以降の中国

の粗鋼見かけ消費量の伸び方が日本の高度経済成長期の伸び方と酷似している（図 3-15）。40 年前の

1980年から 2010 年の 30年で約 450kg/人まで落ち着いた。仮に中国も 2020年から 30年後の 2050 年に

日本と同様に 450kg/人まで落ち着くには、2050 年の人口が 13億人と仮定した場合、粗鋼内需は 6.2億

ｔまで下がらなければいけない。これに加え、直近の鋼材輸出入分（3,000～5,000万ｔ）を考慮すると、

粗鋼生産量は 6.6億ｔとなる。ゆえに、中国の 2050年の粗鋼生産量を 6.6億ｔと設定した。 

参考情報として、中国の専門機関 Aの予測によると、2030 年 8億ｔ、2060年 6億ｔと予測している。 

 

 

図 3-15 日本と中国の粗鋼見かけ消費量推移 

表 3-15  2050年粗鋼生産量 6～8億ｔの場合の中国

の一人当たりの鋼材消費量予測 

表 3-16 日本（2010年時実績）と中国（2050年予測）の

鋼材消費量予測 

出典：各種情報を基に日鉄総研作成 
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（２）スクラップ発生量試算設定 

① スクラップ発生比率 

中国の専門機関 Aによる中国のスクラップ発生量予測は、鉄鋼蓄積法 6とライフサイクル法 7ともに鉄

鋼蓄積量に対するスクラップの発生比率は 2.0～2.3％となっている（表 3-17）。一方、中国以外の鉄鋼

蓄積量トップ 3 に関しては（2018 年）、対鉄鋼蓄積量のスクラップ発生比率（回収量）は各国で異なる

（表 3-18）。スクラップを多用している地域においては、（粗鋼生産量における）スクラップ利用率約 6

割に達すると、それ以上スクラップ需要がなくなることが示唆される。従い、スクラップの発生量（回

収量）も地域によっては 2％を下回っている。 

 

表 3-17 中国の専門機関 Aによる中国の鉄鋼蓄積量とスクラップ発生量予測（2015－2020 年） 

 

出典：各種情報を基に日鉄総研作成 

 

また、中国の専門機関 B による予測においても、鉄鋼蓄積量に対するスクラップの発生比率は 2.2～

2.5％となっている（表 3-19）。ゆえに本調査においてもスクラップ発生比率は鉄鋼蓄積量の 2.0～2.5％

と仮定した。 

 

出典：各種情報を基に日鉄総研作成 

図 3-16 中国の専門機関 Bによるスクラップ発生量の予測（～2030年） 

 

                                                   
6 鉄鋼蓄積法…社会的な鉄鋼在庫量にスクラップ生成係数を掛けて算出する方法。一般的に鉄鋼蓄積量の 2～3％で推移

している。 
7 鉄鋼製品ﾗｲﾌｻｲｸﾙ法…各鉄鋼製品の廃棄周期（製品寿命）や廃棄率（回収率）などを考慮し、スクラップの発生量を算

出する方法。 

表 3-18 各国の鉄鋼蓄積量とスクラップ発生量（2018） 

表 3-19 鉄鋼蓄積量とスクラップ発生量の予測 

 

 

出典：各種情報より日鉄総研作成 

出典：各種情報を基に日鉄総研作成 
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② 内部スクラップ発生率と加工スクラップ発生率 

 内部スクラップと加工スクラップの発生比率は、過去の実績より内部スクラップ発生率は粗鋼生産量

の 5％、加工スクラップ発生率は鋼材生産量の 5％と設定した。 

表 3-20 内部スクラップと加工スクラップの発生比率 

 

出典：各種情報を基に日鉄総研作成 

 

③ 老廃スクラップ発生率 

 鉄鋼需要が成熟すると粗鋼生産量が減少するため、内部スクラップや加工スクラップの発生量も減少

する。一方、鉄鋼蓄積量から発生する老廃スクラップの発生比率は上昇するため、このことを考慮し、

総スクラップ発生量は鉄鋼蓄積量の 2.0～2.5％の範囲で発生するとした。ゆえに、老廃スクラップは

「総スクラップ発生量－（内部スクラップ＋加工スクラップ）」から算出した。 

 

表 3-21 老廃スクラップの発生率 

 

出典：各種情報を基に日鉄総研作成 

 

（３）2030 年、2050 年におけるスクラップ発生量の予測 

① 計算前提 

計算前提を以下のように設定し、2030年 2050 年のスクラップ発生量を算出した。 

1. 粗鋼生産量 6.6億ｔと仮定； 

・内需：6.2億ｔ  

・鋼材の純輸出量： 4,000万 tで一定と仮定（2019年の約 5,000万ｔと 2020年の約 3,000万ｔの

中間値を使用。カーボンニュートラルの観点から、自国で炭素排出を負担してまで輸出しないと

思われ、輸出製品は高級鋼のみにシフトする。） 
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2. 各種情報より、鉄鋼蓄積量は 2020 年 100 億ｔを基準とし、2021 年以降の鉄鋼蓄積量を「前年の鉄

鋼蓄積量＋鋼材生産量－（鋼材輸出―輸入）－前年スクラップ発生量－加工スクラップ＋前年の鋳

物用スクラップ」から算出した。 

3. スクラップ発生量は過去の実績、および将来的にも鉄鋼需要が成熟すると粗鋼生産量が減少し、内

部スクラップや加工スクラップの発生量は減少する。一方、鉄鋼蓄積量から発生する老廃スクラッ

プの発生比率は上昇することを考慮し、およびスクラップを多用している地域を考慮し（表 3-18参

照）、総スクラップ発生量は鉄鋼蓄積量の 2.0％で発生すると仮定した。 

 

② 計算結果 

2050 年の粗鋼生産量を 6.6 億ｔ、2020 年の鉄鋼蓄積量を 100 億ｔ、スクラップ発生率を鉄鋼蓄積量

の 2％とした場合、スクラップ発生量は 2030 年に 3.2億ｔ、2050年に 4.3億ｔとなった。 

スクラップをより多く消費するには電炉化生産を推進するための各種対策が必要であり、スクラップ

を大量に買い漁るようなことは近い将来に於いては起きないと想定される。一方、新断などの高品位ス

クラップは（中国内スクラップ市況対策も兼ねて）少量輸入する可能性はある。 

 

 

 

出典：日鉄総研作成 

図 3-17 日鉄総研試算による 2050年までのスクラップ発生量予測 

 

③ 2050 年の鉄鋼生産構造予測 

試算値から、2050年の粗鋼生産量 6.6 億ｔ、鉄鋼用スクラップ 3.9億ｔ（スクラップ発生量 4.3億ｔ

のうち 10％は鋳物用）、また WSD の公開予測データから、2050 年の DRI（or溶銑）は 1億のため、金属

化率 90％をかけて 9,000万ｔとした。これらの数値を用い、下記に示す手順で鉄鋼生産構造表を作成し

た（表 3-22）。その結果、日鉄総研見通しに基づけば、2050 年の電炉粗鋼生産量は 4.2億ｔとなる。し

かし、『3－1. 中国のスクラップの発生と活用の現状（1）章』で述べた通り、現在の電炉能力は約 2億
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ｔであり、2050 年に 4.2億 tの電炉生産が必要であるため、能力の大幅増強が求められる。 

今後、粗鋼生産量減や、スクラップ発生量増に伴い、中国も将来的には米国と同様の鉄鋼生産方式に

変化（電炉ミニミル主流の生産プロセス）すると予想される。 

 

表 3-22 2050年の中国の鉄鋼生産構造予測 

 

出典：日鉄総研作成 

 

３－４．中国におけるスクラップの需給見通しに関する総括 

中国の粗鋼生産量は 10 億 t を超え、世界生産の過半を占める。鉄源の 9 割以上は鉄鉱石を起源と

する銑鉄であるため、鉄鋼業が中国国内の環境や GHG排出に及ぼす影響は極めて大きい。環境負荷低

減の観点から中国政府は国内鉄鋼業に対して電炉比率の拡大を求めており、その政策方針がスクラ

ップ輸出入にも影響を与えている。 

現在、スクラップの輸出には増値税の還付が無く、輸出関税も課せられているため、実質的には輸

出されていない。中国は将来に向けても電炉化推進を継続すると想定されることから、中国からのス

クラップ輸出は将来においても抑制的と考えられる。一方スクラップ輸入に関しては、2018 年にい

ったんスクラップ輸入を禁じたものの、2021年より、国家標準 GB/ T4223-2017 の品質的要求を満た

す高品位スクラップに限って輸入を再開した。これは電炉化推進の方針に基づく政策変更と考えら

れ、将来においても同様のスクラップ輸入政策が継続される蓋然性が高い。高品位スクラップは、日

本をはじめ、アジア周辺国においても需要が拡大すると考えられることから、中国の政策強度によっ

ては、高品位スクラップの市況に影響が及ぶ可能性がある。 
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Ⅲ．政策に関する提言 

将来スクラップベースの電炉での高級鋼製造に円滑に移行するための政策的支援についての提言

を以下に示す。 

 

１）理論的（熱力学、冶金学、材料科学など）研究分野に対する人的資源や研究資金面の強化 

高度な機能保証が求められる高級鋼の特性に及ぼすトランプエレメントの影響について、鋼

材の成分規格などに落とし込むまでの、定量的な評価には至っていない。このため、当該分

野の、産学両面からの研究促進についての政策的支援が必要と思慮する。なお、これらの研

究成果が得られれば、次のステップとして、鋼材規格におけるトランプエレメントの限界値

や新たな材料規格につなげることができる。 

 

２）スクラップ加工能力増強に関する支援 

高級鋼製造のためには、スクラップからトランプエレメントをはじめとする不純物の除去の

強化は必須となる。このためには、加工段階でのシュレッダー小粒化、切断材短尺化、分別

強化が有効であるが、これらの対策は加工能力の低下をもたらす。このため、高品位スクラ

ップ加工のための設備整備に対する補助金等経済的誘導策が必要と思慮する。 

なお、オペレーションコストの上昇については、需要側ニーズの高まりと相まって、市場メ

カニズムによるプレミアムの発生が想定される。 

 

３）スクラップ回収等に関する規制の強化 

スクラップの品質は、加工段階だけでなく、自動車や建築構造物解体段階の対応でも大きく

影響を受ける。例えば自動車については、自動車リサイクル法において、主として環境規制

や廃棄物減容の観点から、エアバッグ類、フロン、シュレッダーダストの回収については規

定されている。鉄や非鉄金属についても、同法で認定されるコンソーシアムにて自主的な銅

含有率低減のための取組が行われている。今後はさらに、分別対象範囲の拡大や分別徹底に

向けた取組が期待される。また、建築構造物の解体においても、事業者によっては、電線管

から電線を分離することなく切断し、内部の電線が取り出せないような解体も行われている。

建築物の解体についても、資源リサイクルの観点から、解体方法に関するガイドラインの制

定や、場合によっては事業認可条件へのリサイクル視点の強化なども有効と考えられる。 

最近、一部のヤード事業者等による近隣住民や地元自治体への迷惑行為や違法行為が問題と

なっている。これらの行為は一部の事業者によるものではあるが、鉄スクラップをはじめと

するマテリアル資源のリサイクル全体に対して、社会的受容や正しい理解にネガティブな影

響を与え、円滑なリサイクルに悪影響を及ぼす可能性がある。このため、ヤード事業に関す

る規制が適正に整備、運用されることが必要と考えられる。 
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Ⅳ．今後の課題 

将来スクラップベースの電炉での高級鋼製造に円滑に移行するための課題および更なる検討が必

要と考えられる分野について、以下に整理する。 

 

技術分野での課題および更なる検討が必要と考えられる分野 

 

１）電炉における高級鋼製造について、北米等では還元鉄や銑鉄を使用することでスクラップのトラ

ンプエレメント影響を薄めて製造品種を広げていることが分かった。今年度の調査に加えて、次のよ

うな技術調査が有益と考えられる。 

① 還元鉄活用時の技術課題 

② 次世代電気炉技術（多様な鉄源に対応できる電炉技術等）の調査 

③ 電炉の省エネ技術（エコアーク、コンスチール等） 

 

２）スクラップ加工・分級技術について、シュレッダーの粒度向上、2度掛け、シュレッダーのタイ

プの使い分け、ギロチンの短尺化等でスクラップ品位が向上するという定性的な情報が得られたが、

定量的なデータは存在しない。このため、スクラップ加工・分級技術による品位向上の実証実験調査

が必要と考えられる（例えばシュレッダーの粒度に応じて、どの程度の成分値が担保できるか、実証

実験を行う。スクラップ事業者による協力が必要）。 

 

３）スクラップの検収は目視で判断される部分が多く、検収員により評価のばらつきがある。

Eversteel やメタルワンによる AI 活用事業など、検収をサポートする技術の調査が必要と考えられ

る。 

 

政策・制度分野での課題および更なる検討が必要と考えられる分野 

 

１）電炉メーカーの主製品である鉄筋コンクリート用棒鋼等の JIS規格には、トランプエレメントの

基準が無く、電炉メーカーによる自主規制、生産上の抑制のみとなっている。かかる背景により、鋼

材及びスクラップでは長期的なトランプエレメントの濃化問題が懸念される。このため、下記のよう

な Cu濃化問題の対抗措置としての JIS 規格における Cu値規定の可能性調査が必要と考えられる。 

① どういう鋼材にトランプエレメントの規定値が存在するのか（JIS規格の現状整理） 

② 他国の規格における Cu値規定など調査 

③ 導入にあたっての課題調査 

 

２）今年度の調査では、内部スクラップ、加工スクラップ、老廃スクラップに分けた将来予測を行っ

たが、老廃スクラップについては多岐にわたる発生源と、それぞれの発生源について独自の流通ルー

トが存在し、発生源ごとにスクラップ品位のコントロールのアプローチが異なる可能性が示唆され

た。このため、発生源別（自動車、船、産機、建材等）のスクラップ発生量予測とそれぞれの流通フ

ローの実態および高級鋼製造用のスクラップ母材としての課題調査等による予測精度向上が必要と

考えられる。 



86 
 
 

 

３）本調査におけるヒアリングの中では、スクラップの品位等にも基準を設けた新しい規格が必要で

はないかという意見も聞かれた。スクラップによる鉄鋼製造が盛んな米国等における米国、欧州等に

おけるスクラップの分類、品位規格や、米国の電炉事業者、スクラップ事業者がスクラップの品位確

保にどう取り組んでいるのかといった実態を把握することは、今後の日本におけるスクラップ活用

の戦略を検討する上で有益であると考えられる。 

 

以上  
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